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1. 1 はじめに

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い周辺地盤に地盤改良を実施する計画であ り，本地盤

改良体の改良範囲は，防潮堤（鋼製防護壁）の近傍に位置する複数の施設・設備にまで及んで

いる。防潮堤（鋼製防護壁）の近傍施設周辺に対する地盤改良体の追加イメージを図1.1-1に

示す。

Km層

｛ 防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更
に伴う地盤改良体を追加

（セメント改良なし） （セメント改良あり）
-ニ -‘0-

セメン

Km層

Eコ ：追加となる地盤改良体
図1.1-1 防潮堤（鋼製防護壁）の近傍施設周辺の追加地盤改良体イメージ

図1.1-1の追加地盤改良体により施設周辺地盤の地盤剛性が高くなるため，地震時の地盤変

立に対しては施設の耐震裕度が向上すると想定されるが，一方で，周辺地盤の地盤剛性が高く

なることによる短周期レベルの増幅等，施設及び設備への振動影響が懸念されることから，本

資料では追加地盤改良体を反映した数値解析による施設・設備の影響検討を実施する。
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1. 2 影響検討対象施設・設備の抽出

地盤改良範囲が近傍まで及ぶ影響検討対象施設・設備を抽出する。抽出した影響検討対象と

なる周辺施設・設備を図 1.2-1，表1.2-1に示す。

図 l.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備
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表1.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備一覧

No. 影響検討対象となる施設 影響検討対象となる設備

1 

・非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ，ストレーナ

•取水構造物 及び配管

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ，

ストレーナ及び配管

・残留熱除去系海水系ポンプ，ストレーナ及び配管

•取水ピット空気抜き配管逆止弁

•海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁

•取水路点検用開口部浸水防止蓋

・潮位計

•取水ピット水位計

2 に`項` 逗忍髪ザ
・防潮堤 ・防潮扉

（鉄筋コンクリート防潮壁）

3
 

・構内排水路逆流防止設備

・屋外二重管 ・非常用ディーゼル発電機用海水系配管

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水配管

・残留熱除去系海水系配管

4
 
・貯留堰

・貯留堰取付護岸

・土留鋼管矢板

注記 ※1：屋外重要土木構造物， Sクラスの間接支持構造物等で基準地震動ssでの機能維持が必要
な設計基準対象施設

※2:常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備で基準地震動ssによる機能維持
が必要な重大事故等対処施設
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1. 3 影響検討の基本方針

(1) 耐震評価

耐震評価に係る影響検討については，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い追加で設置

する地盤改良体（以下， 「追加地盤改良体」という。）が近傍にまで及ぶ施設・設備を対象

とし，平面配置等を参照した上で網羅的に抽出する。

a. 施設の耐震評価

施設の耐震評価による影響検討については， 「影響程度の確認」及び「最大値の検討」

の2段階で影響評価を実施する。影響検討の詳細を以下に，施設の耐震評価による影響検

討フローを図 1.3-1に示す。

ア．影響程度の確認

影響程度の確認については，抽出された施設毎に，平成 30年 10月 18日付け原規規

発第 1810181号にて認可された工事計画（以下， 「既工認」という。）の評価結果を用

いて照査値翌応答値が厳しい地盤ケース及び地震動を選定する。選定した地盤ケース及

び地震動に対して， 既工認時の二次元有効応力解析モデルに追加地盤改良体の配置及び

形状を考慮した二次元有効応力解析モデルにて地震応答解析を実施し， 既工認時の結

果からの増加率を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

イ．最大値の検討

最大値の検討については，影響程度の確認で算出した増加率を既工認時に発生した最

大値（照査値や接地圧等）に乗じて，追加地盤改良体を設置した場合の数値を推定し，

評価基準値を満足していることを確認する。

影響程度の確認

［ケース選定］

既工認時の結果から，二次元有効応力解析を実施する 1ケースを選定

［二次元有効応力解析を実施］

既工認時の解析モデルに追加地盤改良体を反映し．二次元有効応力解析を実施

［耐震評価を実施］

既工認時に実施した一連の耐震評価を実施

［増加率を算定］

既工認時の結果 （照査値や接地圧等）からの増加率を算出し，影響程度を確認

最大増加率 ：

最大値の検討 ――] i 
影響程度の把握で算出した増加率を既工認時に発生した最大値 （照査値や接地圧 I 」
等）に乗じて，追加地盤改良体を設置した場合の数値を推定

I推定した最大値が評価基準値を満足していることを確認

図 1.3-1 施設の耐震評価による影響検討フロー
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b.設備の耐震評価

設備の耐震評価による影響検討については，抽出された施設に間接支持される設備に対し

て，既工認の評価結果から応答加速度が大きくなる地盤ケース及び地震動を選定する。選定

した地盤ケース及び地震動に対して，追加地盤改良体を考慮した二次元有効応力解析モデル

にて解析を実施し，応答加速度への影響の有無を確認する。

(2) 強度評価

下記より，強度評価に対する影響検討は実施しない方針とする。

a.施設の強度評価

施設の強度評価については，施設を梁要素でモデル化した静的フレーム解析を採用し，周

辺地盤は地盤バネとする設計方針である。地盤バネは，津波荷重及び余震荷重に対し，主働

側と受働側でそれぞれ設計上の役割を担っているが，特に施設の強度評価への影響が大きい

のは，外力（津波荷重及び余震荷重）に対し抵抗力を発揮する受働側の地盤バネと言える。

施設の近傍地盤に設置される地盤改良 （セメ ント改良，薬液注入）は， 図1.3-2に示すとお

り， いずれも地盤バネの抵抗力（バネ剛性，反力上限値）を向上させるものであり，受働側

の地盤バネにおいては，追加地盤改良体を反映しない現状の設定が設計上保守的であると考

える。

鉄筋コンクリート
防潮堤

津波荷重

← ） A
 

(A-A'断面図） （平面図）

図 1.3-2 追加地盤改良体と受働側地盤バネの関係性について

また，追加地盤改良体を反映した余震荷重は一次元地盤応答解析にて算定する設計方針で

あるが， 「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方針」より，追加地盤改良体（薬液注

入）は，非液状化の原地盤物性として扱う方針であるため，既工認で実施済みの評価（後段

で説明する地盤ケース⑤，⑥)に包絡されると考える。なお，追加地盤改良体（セメント改

良）は設置範囲も限定的であり，強度評価が必要な施設（防潮堤（鋼製防護壁）を除く）と

も十分な離隔が確保できている。

以上より，施設の強度評価に対する影響検討は不要と考える。
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b. 設備の強度評価

設備の強度評価については，単純梁に津波（または浸水圧）及び余震荷重を載荷して評価

を実施する設計方針であるが，津波（または浸水圧）については，既エ認から条件に変更は

なし‘。

余震荷重については追加地盤改良体の影響が考えられるが，余震荷重として設定している

弾性設計用地震動Sd-D  1は，基準地震動Ss-D  1 （本震）の 1/2であり， 「（1)耐震

評価」で実施する基準地震動ssに対する影響確認とプロセスは同様であるため， 「（1)

耐震評価」にて影響を確認することで，余震荷重に対する影響も包含されると考える。

以上より，余震時の影響については， 「（1) 耐震評価」で確認する方針とする。

1. 3. 1 影響検討モデルのモデル化方針

影響検討モデルについては，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う周辺施設・設備への

影響について確認することを目的としているため，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に寄

与する地盤改良体（既実施地盤改良体及び追加地盤改良体）を既工認時の 2次元有効応力解

析モデルに反映する王

既工認時の耐震評価における検討ケース（地盤ケース及び地震動の組合せ）については，

（参考 1)に記載する。

追加地盤改良体を既工認モデルに反映した際の各地盤ケースにおけるモデル化の概念図を

図1.3-3に示す。

※既エ認時の耐震評価モデルにおいては，評価対象構造物の隣接構造物（地盤改良等の

補強対策を含む）について，地盤変形に対する保守的な配慮としてモデル化しない方

針であるが，本影響検討では既エ認モデルに追加地盤改良体を加えた二次元有効応力

解析モデル（以下 「影響検討モデル」とい う） を別途作成するものとする。
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【地盤ケース①；原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース】
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（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） I i エ 追加地盤改良体（セメント改良）
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【地盤ケース②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1(J')した解析ケース】
（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） て l エ 追加地盤改良体（セメント改良）
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【地盤ケース③：地盤物性のばらつきを考慮(-1u)した解析ケース】
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（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） ｀ r エ 追加地盤改良体（セメント改良）
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【地盤ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース】

（セメント改良なし） （セメント改良あり）
追加地盤改良体（薬液注入） ェ ！ エ 追加地盤改良体（セメント改良）
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【地盤ケース⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース】

（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） ｀ ↑ > 追加地盤改良体（セメント改良）
原地盤

（平均Vs・非液状化）

原地盤

（平均Vs・非液状化）

｛
 

原地盤

（平均Vs・非液状化）
原地盤

（平均Vs・非液状化）

【地盤ケース⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1(;)して非液状化の条件を仮定した解析ケース】
（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） エ ↑ ＂ 追加地盤改良体（セメント改良）

I l 
構造物

原地盤

(+t(J・非液状化）

原地盤

(+lu・非液状化）

八
原地盤

(+10・非液状化）

原地盤

(+1a・非液状化）

図 1.3-3 各地盤ケースにおけるモデル化の概念図
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1. 3. 2 影響検討ケースの選定方針

影響検討ケースの選定方針について以下に示す。

また，影響検討を実施する対象施設・設備の断面及びケースの選定の詳細については，

後述する 2章から 5章までの各施設・設備の影響検討に示す。

(1)施設の耐震評価

影響検討の地震動については，表1.3-1に示す各施設の評価グループごとに，既工認の

耐震評価における検討ケースのうち基本ケース（地盤ケース①）で照査値が最大となる地

震動を選定する。

表1.3-1 対象構造物評価グループ

構造物 評価グループ 備考

•取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で横成さ

・RC部材
れた構造物である。

取水構造物 ・RC部材及び鋼管杭で応答特性が異なること
・鋼管杭

から， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目

して影響検討ケースを選定する。

・防潮堤（鉄筋コ ンク リート防潮壁）は，防潮

壁，フーチング及び地中連続壁基礎で構成さ

防潮堤 れた構造物である。また，出口側集水枡を間

（鉄筋コンク ・地中連続壁基礎 接支持している。

リート防潮壁） ※l • 各部材のうち，主要構造部材である地中連続

壁基礎に着目して影響検討ケースを選定す

る。

・屋外二重管は， 患部材（鋼製桁，鋼管杭），

地盤改良体JJzび管体で構成された構造物であ

屋外二重管知 ・鋼部材 る。

• 各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に

着目して影響検討ケースを選定する。

・貯留堰，貯留堰取付護岸及び土留鋼管矢板

貯留堰， は， 鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴ

貯留堰取付護岸， ・鋼部材 ムで構成された構造物である。

土留鋼管矢板 • 各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に

着目して影響検討ケースを選定する。

※1防潮堤 （鉄筋コンク リート防潮壁） が間接支持する出口側集水枡については，既工認の耐震評価に

おいて防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）と地盤ケース選定の考え方が異なることから，本施設

の影響検討については， （参考 3) として別途掲載する方針とする。

※2屋外二重管の構成部材である管体については，既工認の耐震評価において鋼部材（鋼製桁，鋼管

杭）と地盤ケース選定の考え方が異なることから，本施設の影響検討については， （参考4) とし

て別途掲載する方針とする。
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影響検討の地盤ケースについては， 追加地盤改良体による影響程度を確認するため，原

地盤の実応答に最も近いケースとして，原地盤に基づく液状化強度特性を用いた検討ケー

（地盤ケース①）を基本とする。ただし，追加地盤改良体が構造物に対して左右非対称

に設置される施設については，特に左右の剛性差による未改良地盤側への変形の累積等の

可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮した検討ケース（地盤ケース①～⑥までの検討ケ

ース）から，既エ認の最大照査値発生ケースを選定する。検討ケース選定の考え方を図

1. 3-4に示す。

ス

（変更前） （変更後）

｛
 
｛
 

原地盤の実応答に最も近い地盤ケース①を基
本とするが，左右の剛性差による未改良地盤
側への変形の累積等の可能性がある。

⇒既工認時の最大照査値発生ケースにて
所定の裕度を確保することを確認する。

【凡例】

仁二l：原地盤（第四系） ロコ 原地盤（km層） ー ：地盤改良体

図1.3-4 検討ケース選定の考え方（地盤改良体が左右非対称に設置される施設）

なお，地盤改良体（薬液注入）については，

ては原地盤（非液状化）と同条件であることから，

外とする。

図1.3-5に示すとおり，解析用物性値とし

地盤ケース⑤，⑥については検討対象

a.地盤改良体（セメント改良）

（地盤ケース④） （原地盤に地盤改良体を追加）

餅;i- - - 底；器塁： □三：：□三：：： ： ：9:  ］．： ：三□三□：：0 
（地盤ケース⑤，⑥）

b．地盤改良体（薬液注入）

（地盤ケース④）

た
【参考】既工認モデル

（地盤ケース④）

人

（原地盤に地盤改良体を追加）

（原地盤）

同条件 ⇒評価対象外
r-------~ -----7  

][ 

I （地盤ケース⑤⑥）

i （地盤ケース⑤⑥）

： 構造物 I 

喜 iII 11 
II II 
L--=-=-=-=-=-=-=.J 

【凡例】

ロ□：原地盤（第四系）
ー ：地盤改良体（セメント改良）

図 1.3-5 

にコ ：原地盤{km層） □豊浦標準砂
二 ：地盤改良体（薬液注入）⇒原地盤相当（非液状化）

地盤ケースと解析条件の整理
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上記を踏まえ，施設の影響検討ケースの選定の流れを以下に示す。

l)既工認時の結果を用いて，既工認時に全地震動の評価を実施している地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）にて最大照査値が発生した地震動を 1波選定する。

2) 1)より選定した地震動を基本に，以下のとおり，既工認時の最大照査値が発生した

地盤ケースを 1ケース選定する。

【影響検討施設に対して追加地盤改良体が［概ね対称］に配置している場合】

•原地盤に最も状況が近い地盤ケース①を選定。

【影響検討施設に対して追加地盤改良体が［非対称］に配置している場合】

・構造物左右の地盤剛性差による変位累積の可能性を踏まえ，地盤ケース①～

⑥から選定した 1ケースを選定※。

※地盤改良体（薬液注入）は，解析用物性値としては非液状化の原地盤物性

として取り扱うことから，既エ認モデルの地盤ケース⑤，⑥ （非液状化ケ

ース）に対し，追加地盤改良体（薬液注入）は影響を与えない。よって，

追加地盤改良体が薬液注入のみである場合は，既工認モデルの地盤ケース

⑤，⑥と同条件となることを踏まえ，既エ認モデルの地盤ケース⑤， ⑥は

影響検討対象外とする。

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.3-6に示す。
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評価グループの決定
-----------------------------------------------

既時ぢm;：：一;;~---1 丑干匹翌霜
地
震
動

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース①に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※評価グループごとに選定

-----------------------------------------------------------------------------------------
r------------------------f----------—----------------------
：影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

i 【基本方針】
： 地盤改良体は地盤改良体（セメント改良）と地盤改良体（薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体（薬液注入）に
： おいては，設計上，防潮堤（鋼製防護壁）近傍の施設・設備の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり，これは既工認にて実施した地盤のばらっ
I きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。
l 以上より，地盤改良体（薬液注入）や局所的に計画する地盤改良（セメント改良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため，原地盤の
： 実応答に最も近いケース（地盤ケース①）にて確認することを基本とする。
L-----------------------------------------------―------------------------------―---―-------

Yes（対称）

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地薔ケース①を選定 既工認時の地盤ケースCi)～⑥の中で
最大照査籠が発生したケースを選定

既工認時の地盤ケース①～④の中で
最大照査●が発生したケースを渭定

【選定根拠】
追加地盤改良の実施により周辺地盤の変形
が抑えられるとともに．地盤改良体の左右差
による影響が小さいことから．構造物に与え
る影響が軽微であると判断されるため．基本
方針の通り．原地盤の実応答に最も近い地盤
ケース①を影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設については特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等
の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース（地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既エ認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設については特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等
の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース（地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既エ認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。
ただし，薬液注入については，解析用物性
値としては原地盤（非液状化）同条件となる
ことから，地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，
地盤ケース①～④の中から選定する。

図1.3-6 影響検討ケースの選定フロー （施設の耐震評価）
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(2)設備の耐震評価

設備の耐震評価への影響については，既エ認時の原地盤において非液状化の条件を仮定

した地盤ケース⑤で設備評価への影響が顕著な地震動に対して， 設備評価において実施す

べき全ケース（地盤ケース④～⑥)を実施することを基本とする。

ただし，地盤改良体（薬液注入）については，施設の耐震評価と同様，地盤ケース⑤，

⑥については検討対象外とする。

また，地盤改良体（セメント改良）については，モデル変更前後の応答の傾向確認のた

め，基本ケースである地盤ケース⑤及び全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すss 

-D1 (H+, V+) を確認波として実施する。

上記を踏まえ，設備の影響検討ケースの選定の流れを以下に示す。

l)既工認時の結果を用いて，既工認時に全地震動の評価を実施している地盤ケース⑤

（設備評価の基本ケース）にて最大応答加速度が発生した地震動を 1波選定。

2) 1)より選定した地震動のうち，地盤ケース④～⑥を選定巴

※地盤改良体（薬液注入）は，解析用物性値としては非液状化の原地盤物性

として取り扱うことから，既エ認モデルの地盤ケース⑤，⑥ （非液状化ケ

ース）に対し，追加地盤改良体（薬液注入）は影響を与えない。よって，

追加地盤改良体が薬液注入のみである場合は，既工認モデルの地盤ケース

⑤，⑥と同条件となることを踏まえ，既工認モデルの地盤ケース⑤， ⑥は

影響検討対象外とする。

3)追加地盤改良体に 「セメント改良」 が含まれる場合は， 「セメント改良」の影響を

確認するため， ⑤Ss-Dl (H+,V+) についても実施する。

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.3-7に示す。
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地
震
動

既工認時の地盤ケース⑤で殷傭評値ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース⑤に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

------------------i――--------------------------------------------------
-----------------------------------------------------------------------
,-------------------------------------------------------------------------------------------------------------・ 
：影響検討の地盤ケースについては全ケース実施することを基本とする。

： 【基本方針】 i 
l 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ！ 
： ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
-----------------------・------------------------------------------------------------------------------------

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地磐ケース④～⑥を渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

地需ケース④を潤定

【選定根拠】
薬液注入については，触析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，

地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤ss-D 1 (H+ V+)を潤定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである

地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図1.3-7 影響検討ケースの選定フロー （設備の耐震評価）
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1. 3. 3 影響検討方針

(1)施設の影響検討

a. 影響程度の確認

「1.3. 1 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して二次元有効応力

解析を実施し，一連の耐震評価を実施する。

影響検討モデル及び既工認時の耐震評価結果（影響検討モデルと同ケース） に対し

て，増加率（＝影響検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体による影響程度

を確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，増加率が 1を超える（既工認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既工認時の最大値（照査値や接地圧等）に増加率を乗じた値（以下「推

定最大値」という）が所定の評価基準値を満足することを確認する。なお，影響検討ケ

ースと既工認時の最大値発生ケースが同ケースの場合は，すでに最大値に対する影響評

価が確認できていることから最大値の検討については実施不要とする。

最大値の検討における検討フローを図 1.3-8に示す。

START 

既工認時の最大値

発生ケースを確認 影響程度の確認

---------------------...1 ケース選定

最大値の検討

【実施不要】

Yes 

No 

最大値の検討

【要実施】

推定最大値の算定
（＝最大増加率x既工認時最大値）

END 

図 1.3-8 最大値の検討における検討フロー
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(2)設備の影響検討

「1.3. 1 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。 「1.3. 2 

影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して二次元有効応力解析を実施

し，応答加速度を抽出する。

影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時

の最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響の有無を確認す

る。また，既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解

析で得られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作

成方針」に基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討

ケースのZPA及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響の有無を確認

する。

なお，既工認時の比較対象ケースは，影響検討にて選定したケースを基本とするが，追

加地盤改良体（薬液注入）により地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置

き換わることから，地盤ケース⑤の条件に近づくと考えるため，地盤ケース④のみ影響検

討を実施する場合は既工認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。
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2. 取水構造物に対する影響検討
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2. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 2.1-1及び図 2.1-2に示す。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される①一①断面及び④一④断面を選定

する。⑥一⑥断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既工認と同様の解析条

件のため，本影響検討断面から除外する。

図2.1-1 取水構造物及び地盤改良体の平面位置
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----_,. 

Ac 

既実施地盤改良体 （薬液注入） Km 

Km 

ー ：追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2(1) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（①一①断面）

既実施地盤改良体 （薬液注入）

Km Km 

ー ：追加地盤改良体 （セメン ト改良） 一 ：追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2(2) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置 （④一④断面）
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既実施地盤改良体 （薬液注入）

※防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う追加地盤改良体の影響はない。

図2.1-2(3) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（⑥一⑥断面）
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2.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既工認の添付書類「V-2-2-6取水構造物の地震応答計

算書」及び添付書類「V-2-2-7取水構造物の耐震性についての計算書」を踏襲するものとす

る。

既実施地盤改良体（薬液注入）については取水構造物の構造成立性に係る地盤改良体である

ことから既工認当時から解析モデルに見込んでいる。よって，影響検討用の解析モデルについ

ては防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良

体（セメント改良）を反映する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「汀ー2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」を引用する。

図2.2-1に示す影響検討実施断面について，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加

地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）の反映前後の解析モデルを図

2. 2-2に示す。

図2.2-1 影響検討実施断面位置図
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取水構造物（取水路）

既実施地盤改良体

（薬液注入）

既実施地盤改良

（薬液注入）

（変更前）

（変更後）

図2.21-2 (1) 解析モデル図（①一①断面）
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取水構造物（取水ヒ°ット）

（変更前）

取水構造物（取水ヒ ッ゚ト）

（変更後）

図2.2-2(2) 解析モデル図（④ー④断面）
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2. 3 施設に対する影響検討結果

2. 3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に〗選定結果を表 2. 3-1に示す。

影響検討ケース選定の詳細については（参考 2) に示す。

a. 評価グループの設定

取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成された構造物である。RC部材と鋼管杭では応答

特性が異なることから， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目して，影響検討ケースを 1ケー

スずつ選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に着目して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった 1波

を選定する。

C. 地盤ケースの選定

取水構造物（①一①断面及び④一④断面）は，追加地盤改良体が構造物に対して「概ね左右

対称」に配置されていることから，追加地盤改良体の設置に伴う変位累積の影響が軽微なため，

最も原地盤の状態に近い地盤ケース①で影響程度の確認を実施する。
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表 2.3-1 検討ケースの選定結果

施設 取水構造物

断面 ①一①断面 ④一④断面

構造物に対する地盤
概ね対称 概ね対称

改良体の設置状況

追加 セメント系 ． 
地盤
改良 薬液注入 ． ． 

① 
【RC部材】 【鋼管杭】 【RC部材】 【鋼管杭】
Ss-D1 (H+, V+) Ss-31 (H+, V+) Ss-D1 (H-, V-) Ss-31 (H+, V+) 

② 

地
盤 ③ 

追加地盤改良体が”●ね左右鯖壽” 追加地盤改良体が”概ね左右鯖壽”

ケ に設置されることから． に設置されることから．

I 追加地盤改良体の設置による 追加地盤改良体の設置による

ス ④ 査位累積の影響が小さく 変位累積の影響が小さく
※1 地盤ケース①で影響程度の 地盤ケース①で影響程度の

⑤ 
確認が十分可能と判断し． 確認が十分可能と判断し．
影響検討鯖象外とする。 影響検討蜻拿外とする。

⑥ 

【注記】 ※l ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらっきを考慮（＋ 1a)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1a)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 (+1a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

----------------------------------=-ら-;̀―一心五苔m::l--
【選定●撼l
既工筐剛こ金地量塾に財して評価を霙崖し
ている亀量ケース①に対して．当該撞餃への
影響が大きい嶋重動を遍定する．

峯 11値グルーブごとに遍定

--------------------------------~ -------------------------------------

地
震
動

地
盤
ケ
ー
ス

< ̀̀
`̀ T 

tメ、卜は日5』

蜻●ケースのを渭亨

［遍定檀撼l
追加鳩●改良の冥篇lこより層辺鳩量の置泊
が抑えられるとともに．地●改良体の左右量
による影響が小さいことから．構遣物に与え
る影響が軽●であると囀顧されるため．基本
方針の遍り．属亀●の宴応書に最も近い地量
ケース①を影響検討ケースとして選定する．

---------------- - - + --------------------—てこ - ---- ----- - --二てこ l 

（①一①断面及び④ー④断面）

※選定フロー（施設） の詳細については図 1.3-4に示す。
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2. 3.2 影響程度の確認結果

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 2.3-2～表 2.3-9に，鋼管杭の照査値発生

粒置を図 2.3-1及び図 2.3-2に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.178と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 2.3-2 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較（①一①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi. cj) d/ cj) L) ※ 増加率

変更前 変更後 （後／前）

側壁 0. 056 0.044 0. 786 

頂版 l 0.045 0.037 0. 822 

頂版2 0.012 0.011 0. 917 
①Ss-Dl (H+, V+) 

底版 l ， 0.096 0. 084 0.875 

底版2 0. 011 0. 009 0.818 

隔壁 0.071 0. 068 0.958 

※y  i：構造物係数(=1.0) ¢d：照査用曲率 か：限界曲率

表2.3-3 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較（①一①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Vd/Vyd) ※ 増加率

変更前 変更後 （後／前）

側壁 0. 330 
i 
0. 301 0. 912 

頂版 1 0. 182 ： 0. 175 0. 962 

頂版 2 0. 613 0.497 0.811 
①Ss-Dl (H+, V+) 

底版 1 0. 397 0. 353 0. 889 

底版 2 0. 553 0. 517 0. 935 

隔壁 0. 152 0. 154 1. 013 

※yi:構造物係数（＝1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

頂版1 頂版2 頂版2 頂版2 頂版2 頂版2 頂版2 頂版l

| |／ 側壁

底版1 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版1
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表 2.3-4 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較（④一④断面）

検討ケース 評価位置
照査値（'Yi. <P d/ <P L) ※ 増加率

変更前 I 変更後 （後／前）

突出部 0.005 0.004 0. 800 

側壁 0.052 0.055 1. 058 

隔壁 0.088 0.081 0. 920 

左張出 0.083 0.097 1. 169 
①S s-D  1 (H-, V-) 

頂版 1 0. 102 0. 114 1. 118 

頂版 2 0.009 0. 009 1. 000 

底版 1 0.084 l ： 0. 084 1. 000 

底版 2 0.028 I 0. 024 0.857 

※yi:構造物係数（＝1.0) <t>d:照査用曲率 か：限界曲率

表 2.3-5 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較（④一④断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Vd/Vyd) ※ 増加率

変更前 I l 変更後 （後／前）

突出部 0. 383 0. 336 0.877 

側壁 0. 369 0. 360 0.976 

隔壁 0. 293 0. 286 0.976 

左張出 0. 231 0. 221 0.957 
①s s-D1 (H-, v-) 

頂版 l ； 0. 343 0. 350 1. 020 

頂版 2 0. 246 I 0. 243 0. 988 

底版 1 0.377 0.444 1. 178 

底版2 0. 217 0. 201 0. 926 

※yi:構造物係数（＝1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

突出部 突出部

側壁

底版1 底版2 底版2 底版2 底版l
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表 2.3-6 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（①一①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi・</>d／如）※

変更前 ： 変更後

①S s - 3 1 (H +, V +) 

※yi：構造物係数(=1.0) 

鋼管杭 1| 0. 149 ] 0. 156 

<P d：照査用曲率 釘：終局曲率

増加率

（後／前）

1.047 

ロ

変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図 2.3-1(1) 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力）

表 2.3-7 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（①一①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Qd/Q砂 ※

変更前 ： 変更後

①S s - 3 1 (H +, V +) 

※yi:構造物係数（＝1.0) 

鋼管杭 1| 0. 318 

Qd：照査用せん断力

0. 338 

増加率

（後／前）

1. 063 

Qu：終局せん断耐力

〇 ：変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図 2.3-1(2) 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）
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表 2.3-8 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（④ー④断面）

検討ケース

①Ss-31 (H+, V+) 

※yi:構造物係数（＝1.0) 

評価位置
照査値（yi • <P d/ ¢ u)※ 

変更前 ！ 変更後

鋼管杭 1| 0. 187 : 0. 193 

(/) d：照査用曲率 い：終局曲率

増加率

（後／前）

1. 032 

x

-
日

]

：変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図2.3-2(1) 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力）

表 2.3-9 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（④ー④断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Qd／仇） ※

変更前 変更後

増加率

（後／前）

①Ss-31 (H+, V+) 

※yi:構造物係数（＝1.0) 

鋼管杭 2 0. 337 

Qd：照査用せん断力

0. 335 | 0. 994 

Qu :終局せん断耐力

変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図2.3-2(2) 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 2.3-10及び表 2.3-11に示す。また，各

評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.066と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 2.3-10 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（①ー①断面）

最大接地圧 [kN/m門 増加率
検討ケース 評価位置

I （後／前）変更前 変更後

①S s-D  1 (H+, V+) 鋼管杭9 701 704 1.004 

①S s -3 1 (H +, V +) 鋼管杭9 524 526 1. 004 

※極限支持力度： 6581kN/rn2 

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー

ロ

ー

ロ

ー

ぃ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ

表 2.3-11 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（④一④断面）

最大接地圧 [kN/m門 増加率
検討ケース 評価位置 ， 

（後／前）変更前 変更後

①s s-D1 (H-, V-) 鋼管杭 12 716 l I 763 1. 066 

①S s -3 1 (H +, V +) 鋼管杭 12 544 i ： ： 556 1. 022 

※極限支持力度： 6581kN/m2 

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
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2. 3.3 最大値の検討

「2.3.2 影響程度の確認結果」にて算出した最大増加率が 1を超える（既工認を上回

る）評価項目について，既工認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大増加率を乗じた「推

定最大値」が所定の評価基準値を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 2.3-12に示す。

評価の結果，全ての推定最大値が所定の評価基準値を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 2.3-3に再掲する。

最大値の検討

【実施不要】

Yes 

No 

既工認時の最大値

発生ケースを確認 影響程度の確認

----------------------41 ケース選定

最大値の検討

【要実施】

推定最大値の算定
（＝最大増加率x既工認時最大値）

END 

---1 増加率の算定

図2.3-3 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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2.4 設備に対する影響検討結果

2. 4. 1 ①一①断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 2.4.1-1に示

す。影響検討ケース選定の詳細については（参考2) に示す。

a. 地震動の選定

竪響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b.地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

①ー①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， S s -D  1 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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表 2.4.1-1 検討ケースの選定結果 （設備の耐震評価）

施設 取水構造物

断面 ①一①断面

追加 セメント系
地盤 ー・ 一

改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】

Ss-22 
盤
ヶ

⑤ 追加地盤改良体は”藁漬注入”
| 

のみであり．既工認時の
ス

地盤ケース⑤．⑥と同条件となる
※1 

⑥ ことから影響檎討対彙外とする。

【注記］ ※1 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させる こと

を仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

胃エ1l加櫓讐ケー心で＂．＂●ヘ
の影響が■薯な隼●●寄潤事

! I 匹に全地震鯰に対して評口を寅纏し
動 ている地●ケース⑤に対して．コ該篤設への

影響が大きい地震11を遷鵞する．

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（藁液注入のみ）

蜻警ケース④デ渭事

【量定桟拠l
●濠注入について1:.Ill析胃輸性1lとして
は願過● （非濠状化）11l彙件となることから
地●ケース⑤．⑤は対象外とし．地●ケース
④のみを影響檎討ケースとして遍定する．

※選定フロー （設備）の詳細については図1.3-5に示す。
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答

加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既エ認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応

答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，追加地盤改良体（薬液注入）により

地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の

条件に近づくと考えられるため， 既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。

また，既エ認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得

られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA

及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表2.4.1-2にZPAの比較結果を，図 2.4.1-1～図 2.4.1-14にFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既エ認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによる FRSは，水平方向においては既工認時と比較して増加

し，地盤ケース⑤に近づく傾向があることを確認した。一方，鉛直方向においては大差がない

ことを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認

した。したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 影響検討対象施

設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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表 2.4. 1-2 Z PAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤S s-2 2 ④S s-2 2 
(I) (II) 

比率
評価断面 EL. (m) 方向 ④S s-2 2 設備

（既工認） （既工認） (1/11) 

【非液状化】 【液状化】
（影響検討） 評価用

【液状化】 （既工認）

水平 0.26 0.24 0.24 0.86 0.28 

2. 810 

鉛直 0. 55 0. 53 0.56 0. 79 0. 71 

水平 0.24 0.23 0.23 0.85 0.28 

1. 118 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・--・・・・・・ 

鉛直 0. 55 0. 53 0.56 ． 0. 79 0. 71 

水平 0.29 0. 30 0. 28 1. 01 0.28 

0.218 ・ • ・ ・・ ・ • ・・ ・・ •...... • ・・ • - --

鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0.68 

取水構造物
水平 0. 31 0. 31 0.30 1. 02 0. 30 

（①一①断面）
-3.253 ..........••~........................... 

(NS方向その 1)
鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0.68 

水平 0.23 0.21 0. 23 0.81 0.29 

-3.357 ．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

鉛直 0.55 0.53 0.56 0. 79 0. 71 

水平 0.24 0.20 0.23 0.80 0.29 

-4.848 ...........●・・ ··.··••・·

鉛直 0. 55 0. 53 0. 56 0. 79 0. 71 

水平 0.25 0.21 0. 25 0.83 0.31 

-6.540 .............-•_........._......... 

鉛直 0.54 0.53 0. 55 0. 78 0. 71 
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2. 4.2 ④ー④断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 2.4.2-1に示

す。影響検討ケース選定の詳細については（参考 2)に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b.地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び 「薬液注入」であ

ることから，既エ認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

c.追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため， 地盤ケ

ース⑤の Ss -D 1 (H+, V+) を確認波として追加で実施する。
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表2.4.2-1 検討ケースの選定結果 （設備の耐震評価）

施設 取水構造物

断面 ④一④断面

追加 セメント系 ． 
地盤
改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】

Ss-21 
盤 --
ヶ

⑤ 
【最厳】 【確認波】

| Ss-21 Ss-D1 (H+, V+) 
ス
※1 

⑥ 
【最厳】
Ss-21 

【注記】 ※l ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させること

を仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (+la)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑤

⑥

 

------------------f―---― , -------------------------------------
肩エ欝糟の檜讐ケース⑰で＂．＂儡 ヘ
の彫響が●薯な蜻●勤寄渭亨

［遍定複拠l
匠工鵞＂ に金地霞鯰に対して11●を寅籍し
ている追量ケース⑤1こ州して．当饂範設への
影響が大きい嶋重馳を遍定する．

地
震
動

: : : : : : : : : : : : : : : : : : [ : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : 

地
盤
ケ
ー
ス

蜻讐ケース④~(fi)そ漏亨

［選定櫃拠］

基本方針の遍り．地●ケースG卜⑤の金
ケースを影響檎討ケースと して濃定する．

そ`T．入の、

I 
I吐ケ・ア、年↓

量 □
※選定フロー （設備）の詳細については図 1.3-5に示す。
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④～⑥の全ケースについて，影響

検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時の最大応

答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，既エ

認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた応答

加速度に対して，既エ認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき余

裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びF

RSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 影響検討結果

表 2.4.2-2～表 2.4.2-5に各地盤ケースにおける ZPAの比較結果を，図 2.4.2-1～図

2.4.2-24に各地盤ケースにおける FRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPA及びFRSは，既工認ケースと大差がないこ

とを確認した。また，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認し

た。したがって，追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 

影響検討対象施設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。

2-30 

48 



表 2.4. 2-2 Z PAの比較結果（地盤ケース④Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ④S s -2 1 

④S s-2 1 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 0.21 0.91 0.24 
0. 30 • ~”• ▼ ▼ ...... 

鉛直 0.56 0. 58 0.86 0.68 

水平 0.21 0.22 0.95 0.24 
・・・・・・・・.................................. 取水構造物 -6.49 -

0. 70 0.68 鉛直 0.48 0.47 
（④一④断面）

水平 0. 18 0. 19 0. 78 0.25 
------- --------.. -......... (NS方向その 2) -7.40 .... _.................... ••··-·· 

鉛直 0.46 0.49 0.67 0. 74 

水平 0. 19 0.21 0.91 0.24 
-7.46 ・・・・・・・・-・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・-・・ ． ．・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ．．．ー・-・・・・・・・・・・・・・・

鉛直 0.48 0.47 0. 70 0.68 

表 2.4. 2-3 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s -2 1 

⑤S s -2 1 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 0.21 0.91 0.24 
0.30 ＊．．．．．．．．．．．．＿ ＿．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．． ．．．． ．．． ．．．．ー・ ．．．．．．．．．． 

鉛直 0.57 0.58 0.86 0.68 

水平 0.22 0.22 0.95 0.24 
．．．_..,-........... .. 取水構造物 -6.49 .....”........................... 

0. 70 0.68 鉛直 0.47 0.47 
（④一④断面）

水平 0.20 0. 19 0. 78 0.25 
-・-・・・・-・・・・-・・-・・・・・・・・・・・ (NS方向その 2) -7.40 ・・・・...... ・・・・......_.. 

鉛直 0.48 0. 50 0.67 0. 75 

水平 0.21 0.21 0.91 0.24 
-7.46 •-·ー噸唱 ••• • • • • • • • •• • • • • • ・一●ー・• ・ • ・ ・ ・ • 

鉛直 0.47 0.47 0. 70 0.68 
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表 2.4. 2-4 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-D 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9. 8m/sり

⑤S s-D  1 
(I) 

比率(II) 
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s-D  1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 0. 25 0. 24 0.91 0.27 
0. 30 

鉛直 0. 52 ； 0. 53 ： 0.86 0. 62 
； 

水平 0. 26 0. 25 0.95 0. 27 
取水構造物 -6.49 ..●● ●・・・・・・・・・-・・・・ .....雫.........雫...... •· ··········.. ······•· ············· 

鉛直 0.45 0. 46 0. 70 0. 66 
（④ー④断面）

i 水平 0. 22 0. 22 0. 78 0. 29 
(NS方向その 2) -7.40 ---- - --·-···-··-·· . . .. ....雫·· ····· ------....ー— ---• ・ •雫 • .... 警，．···尋• . . . ................... 

鉛直 0.45 0.45 0. 67 0. 68 

水平 0.25 0.24 0.91 0.27 
-7.46 • 一疇•.- ······-• ・・・・・・-------- ••••••• ...尋•------------.. ・-・・・-・・ ......... ・・・・・・・・・・ 

鉛直 0.45 0.46 0. 70 0. 66 

表 2.4. 2-5 Z PAの比較結果（地盤ケース⑥Ss-21)

最大応答加速度 (X9. 8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑥S s -2 1 

⑥s s -2  1 設備評価用 (1/11) 
（既工認）

（影響検討： （既工認）

水平 0.21 0.21 0.91 0. 24 
0. 30 .................. ·-··············•· ........................................... ・-・・・・・・・・・ .. 

鉛直 0. 58 0. 59 0. 86 0. 69 

水平 0.23 0.23 0. 95 0. 25 
...”-・-・-・・・・・・・・・・・ 取水構造物 -6.49 ・・・・・・・・・・・・・・・・-・ー・．．．．．．．．．．．-・・

0. 70 0.69 鉛直 0.48 0.48 
（④一④断面）

水平 0. 21 0.20 0. 78 0. 26 
・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................(NS方向その 2) -7.40 ···•·•·•··········•·········•·••···· 

鉛直 0.48 0.51 0.67 0. 77 

水平 0.22 
： 
0.22 0.91 0. 25 

-7.46 ・・・ ・ ・---,. ---・ • ・ • --- ..... .... l~ー~．． ．．．．-· ・・・--・ ・・・・・--••••ー・ ..•一

鉛直 0.48 0.48 0. 70 0.69 
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図2.4. 2-11 F R Sの比較結果（地盤ケース⑤，水平方向， EL.-6. 49m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-12 FRSの比較結果（地盤ケース⑤，鉛直方向， EL.-6. 49m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-13 FRSの比較結果（地盤ケース⑤，水平方向， EL.-7. 40m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-16 FRSの比較結果（地盤ケース⑤，鉛直方向， EL.-7. 46m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-17 FRSの比較結果（地盤ケース⑥，水平方向， EL.0. 30m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-18 FRSの比較結果（地盤ケース⑥，鉛直方向， EL.0. 30m, h=2. 0%) 
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図2.4.2-19 FRSの比較結果（地盤ケース⑥，水平方向， EL.-6. 49m, h=2. 0%) 
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図2.4. 2-20 F R Sの比較結果（地盤ケース⑥，鉛直方向， EL.-6. 49m, h=2. 0%) 
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図2.4. 2-21 F R Sの比較結果（地盤ケース⑥，水平方向， EL.-7. 40m, h=2. 0%) 
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図2.4. 2-22 F R Sの比較結果（地盤ケース⑥，鉛直方向， EL.-7. 40m, h=2. 0%) 
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図2.4. 2-23 F R Sの比較結果（地盤ケース⑥，水平方向， EL.-7. 46m, h=2. 0%) 
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3. 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に対する影響検討
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3. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既エ認時の代表断面※のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される

断面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 3.1-1及び図 3.l-2に示す。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される①一①断面～④一④断面の全ての

断面を選定する。なお，既エ認時と同様，構造評価については①一①断面及び②一②断面を用

い，設備評価については①ー①断面～④一④断面を用いる。

※既工認における断面選定の考え方

・施設評価については，基礎の岩着標商が深く地中連続壁に対して相対変位が大きくなる

と想定される①一①断面及び②一②断面を選定している。なお，上部エ（防潮壁，フー

チング）に対しては弱軸方向である①一①断面での応答値を用いて耐震評価を実施して

しヽる。

・設備評価については，防潮扉 1に対しては①一①断面及び②ー②断面を，構内排水路逆

流防止設備に対しては③一③断面及び④一④断面を選定し，応答加速度を算出してい

る。

図3.1-1 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の平面位置
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図3.1-2 (1) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（①一①断面）
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．追加地盤改良体（薬液注入）

図3.1-2 (2) 防潮堤（鉄筋コンクリ ー ト防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（②一②断面）
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図3.1-2(3) 防潮堤（鉄筋コ ンク リート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（③一③断面）
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追加地盤改良体 （薬液注入）

図3.1-2(4) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（④一④断面）
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3. 2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既エ認の添付書類「V-2-2-36防潮堤（鋼管杭鉄筋コン

クリート防潮壁）の地震応答計算書」及び添付書類「V-2-2-39_1防潮堤（鉄筋コンクリート

防潮壁）の耐震性についての計算書」を踏襲するものとする。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入），追加地盤改良体（薬液

注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）を反映する。ただし，「隣接構造物をモデル化し

ない方針であること」及び「施設から離れた追加地盤改良体（セメント改良）の当該施設・設

備に与える影響が軽微であると判断できること」から既設構造物を挟んで設置される追加地盤

改良体（セメント改良）はモデル化しない。また，解析上，モデル化しない隣接構造物及び追

加地盤改良体（セメント改良）部分については地盤改良体（薬液注入）にてモデル化する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」 を引用する。

図3.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入），追加地盤改良

体（薬液注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）の反映前後の解析モデルを図 3.2-2に示

す。

図3.21-1 影響検討実施断面位置図

3-5 

67 



鉄筋コンクリー ト防潮壁

u
o
o
.
8
C
I
 

自
由

地
盤

面表地位

d
u
A
g
Z
A
C
A
S

Agl

水

↓T
ー

↓7
眉
粘
性
境
界

ュ

＜
 

h 

Ac 

As 

言

“ 
Ac 

A
g
l
船

h 

言―

Ac 

As 

俎
ほI

I地中連続壁基碗IKIi 

As 

As 

言
280.00 m 

言

虹
3
A
C
A
s
A
S
A
C

息
ASAgl

山

百
半燕限地盤上の粘性境界

i
t
 

.. 

A
 

As

佳

紅

AS
AC

9

（変更前）

鉄筋コンク リー ト防潮壁

地下

＜
 

K 

区 言

K• 

言＿＿h
28Q,,QO m 

s
c
s
 

2
 
紐
A
A
A

Ac 

飩
A
g
l

心

I地中連続壁基礎IKa 

出

As 

As 

■■：追加地盤改良体 （セメント改良）
亡コ ：追加地盤改良体凜液注入）

d
u
3
A
c
心
A
S
A
C

息
AsAgl

K• 

自
由

地
盤

芦

'Y T.P,ーはOn 

凸 ―凸 ｀
半無限碑 上の粘性境界 j 

（変更後）

図3.2-2 (1) 解析モデル図（①一①断面）
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図3.2-2 (2) 解析モデル図（②ー②断面）
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地下水位：地表面
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図3.2-2(3) 解析モデル図（③ー③断面）
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地下水位 地表面
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図3.21-2 (4) 解析モデル図（④ー④断面）
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3. 3 施設に対する影響検討結果

3. 3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.3-1に示す。

影響検討ケース選定の詳細については（参考2) に示す。

a.評価グループの設定

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，鉄筋コンクリ ー ト防潮壁，フーチング及び地中連続

壁基礎で構成された構造物である。各部材のうち，主要構造部材である地中連側壁基礎に着目

して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の韮本ケース）に対して，既エ認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった 1波を

選定する。

C. 地盤ケースの選定

防潮堤（鉄筋コンクリ ー ト防潮壁）は，追加地盤改良体が構造物に対して「左右非対称」に

配置されていることから，変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースからも

選定する。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であり，

既工認時の地盤ケース①～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更となることか

ら，全地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析

用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース⑤，

⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中

から 1ケース選定する。
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表 3.3-1 検討ケースの選定結果

施設 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮堤）

断面 ①一①断面 ②一②断面

構造物に対する地盤
非対称 非対称

改良体の設置状況

追加 セメント系 ． 
地盤
改良 薬液注入 ． ． 

① 

② 

地 -- - -• - - -

盤 ③ 
【地中連続壁基礎】 【地中連続壁基礎】

ケ Ss-31 (H+, V+) Ss-31 (H+, V+) 

I 
ス ④ 
※1 

⑤ 追加地盤改良体は”藁漬注入”
のみであり．既工認時の

地盤ケース⑤．⑥と同条件となる
⑥ ことから影響検討対象外とする。

【注記】 ※1 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②： 地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 (+1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

------------------------------------------------------------------

紅欝厄ふ正 で＂書●が’ |l丑！叫曲;亡#|―― 
直 定・鼻I
匠工筐鴫lこ倉嶋●.,こ賛して11●
ている亀●ケース①に賛して，．
影●が大きい亀璽闘を量竃する．

豪 11●グルーブごとに遍宣

::::::::::::::::::::::::::::::::::==r::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 

地
震
動

地
盤
ケ
ー
ス

｀ 
斤・,,. l;、,

'l -中

●,  9 ,..,.. ． 
4 

： ・ヽ”
I 

‘’ し9
：・
x 

--------------·-·-··-····-----·----====」~-----------------------------

1. 
Z足

,.,~ •J 
．，,.疇L .、

9...憂ヽ

・る ‘ 邊
n , ,.. 
、9 ．曇

’~ 

IIT""Ill栴●ケース企償中で
量大●膏●が＂牛 lf・ケースを書序

［遍定●●1
道嶋●改皇体が蠣遍鞠1こ釘して左右算針
檸に筐置される●霞lこついては．暢1こ左右の
●惰量による皐改鼻亀●●への重鯵の累讐纂
の膏●性を●拿え．亀●のばらっeを會●し
た績11ケース （鳩●ケースC～⑤拿での検計
ケース）から、1U置の量大●董●覺生ケー
スを影響績桝ケースとして●宣する．

------------------------------------------------------------------・ ・--

紅欝如ふ正 ・書●が暑 1|ざ；；召罪土:#|
【量霊●纏I
厩エ・疇に拿,...1こ賞して＂ 1
ている亀●ケース①1項 して．蟻
＂が大きい綸●鵡を璽定する ．

：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：二竺予：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：

地
震
動

地
盤
ケ
ー
ス

｀ ＾ー入 1を還

讚●1ー＇
ス •.F`
入會 9を 1r 墨

・ビ ”-̀: = C囀 C I S皐

r,'  ̀*'e 買,. ・ 

IIT冒＂の桐●ケース巾～和中で
It＊●詈●がfll牛l↑トケース斉冒亨

［量定●●1
遍算l鳩●改良体が欄量攣1こ釘して左右葬針
専に1l置される●Illこついては．糟1＝左右の
順性量lこよる隼改●亀●●への賣瓢の累讐専
の..籠控を●拿え．綸●のばらつきを奪●し
た檎討ケース （嶋量ケース(IJ-R事での檎II
ヶース）から．厩工●の量大●査●覺生ケー
スを影讐檎計ケースとして遍宣する．
ただし． ●灌注入については． 鴫訴層•住
●と しては●鴫● （●濠杖化l●彙停となる
ことから．珀●ケース〇⑤は針●外と し
心ケース(l)--e〇中から量宣する．

- --------------------------------- - --- --- --- -- ------------------~」--------------

（①一①断面） （②一②断面）

※選定フロー（施設） の詳細については図 1.3-4に示す。
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3. 3. 2 

(1) 

影響程度の確認

構造部材の健全性に対する評価結果

a. 鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチング

鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングのモデル化と荷重概念図を図 3.31-lに示す。

鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングの評価については，①ー①断面の各ケースの最

大応答加速度を設計震度に変換して，図 3.3-1のように二次元静的フレーム解析に入力す

ることで耐震評価を実施している。二次元静的フレーム解析に入力する設計震度の大小に

より比例的に断面力が増減することから，二次元静的フレーム解析に入力する設計震度を

比較することで影響を確認する。
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地震蒔慣性カ
（自重x水平震度）

85・ 
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叩ヽ3•H？心

耐震評価用二次元静的フレーム解析モデル

（鉄筋コンクリート防潮壁）
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図3.3-1

耐震評価用二次元静的フレーム解析モデル

（フーチング）

鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングのモデル化と荷重概念図
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二次元静的フレーム解析に入力する既エ認時及び影響検討による設計震度の比較を表

3. 3-2に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.035と，既エ認時と概ね同等の結果となることを確認し

た。

表 3.3-2 二次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

震度 増加率
検討ケース 成分知

変更前如 ； ： 変更後 （後／前）
i 

水平 0.993 1. 027 1.035 
i 

①S s - 3 1 (H +, V +) 
鉛直 0. 125 0. 127 1. 016 

i 

※1 :変更前の設計震度については，水平最大震度で1.031 （④S s - 3 1 (H+, V十）），鉛

直最大震度で0.369（⑥Ss-Dl (H+, Vー））が選定され，それぞれ最大震度に対し

て，鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングの評価を実施している。

※2:水平震度は鉄筋コンクリート防潮壁の評価に，鉛直震度はフーチングの評価に用いる。
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b. 地中連続壁基礎

地中連続壁基礎に対する評価結果の比較を表 3.3-3～表 3.3L5に，変更前後の照査値の最

厳箇所を図 3.3-2～図 3.3-4に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.14と，既エ認時と概ね同等の結果となる ことを確認した。

表 3.3-3(1) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値（ oc/o ca)※ 増加率
検討ケース 評価位置

変更前 ！ 変更後 （後／前）
！ 

部材 1 0. 15 0. 13 0.87 
i 

部材2 0.49 0.47 0.96 
i ③S s - 3 1 (H +, V +) 

部材 3 0.49 0. 48 0.98 
i 

部材4 0.66 0. 66 1. 00 
i 

※几：発生圧縮応力度 叫a:短期許容圧縮応力度

表 3.3-3(2) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価結果比較（②ー②断面）

照査値（ oc/o ca)※ 増加率
検討ケース 評価位置

変更前 ， 変更後 （後／前）
i 

部材 1 0. 78 0. 78 1. 00 
i 

部材2 0. 77 I 0. 76 0.99 
l ③S s - 3 1 (H +, V +) 

部材 3 0. 34 0. 36 1. 06 
i 

部材4 0.42 0.44 1. 05 
i 

※叫：発生圧縮応力度 叫a：短期許容圧縮応力度

ー ：追加地蟷改良体（セメント改良）

Eコ ；追加建霊改良体環綬四） こ

N
.H
器

Ac 

ご

Km 
Km 

（①一①断面） （②ー②断面）

図3.3-2 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力（圧縮））
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表 3.3-4(1) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価結果比較（①ー①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（ os/o sa) ※ 増加率

変更前 I 変更後 （後／前）

部材 1 0. 10 0. 08 0.80 

部材2 0. 37 0. 34 0.92 
③S s - 3 1 (H +, V +) 

部材3 0.34 0. 33 0.97 

部材4 0.51 0. 50 0.98 

※(J s :発生引張応力度 CJ sa :短期許容引張応力度

表 3.3-4(2) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価結果比較（②一②断面）

照査値((Jsl(Jsa) ※ 増加率
検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
； 

部材 1 0.67 I 0. 68 1.02 
！ 

部材2 0. 70 0. 70 1. 00 
③S s - 3 1 (H +, V +) 

部材3 0.25 0.24 0.97 

部材4 0. 36 0. 21 0.60 
i 

※ as:発生引張応力度 a sa :短期許容引張応力度

ー ：心加地璧改良体（セメント改良）

Eコ ：追加嶋鷺改良体（粛贖注入） こ

z
k苫
器

Ac 

に

Km 
Km 

（①一①断面） （②ー②断面）

図 3.3-3 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力（引張））
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表 3.3-5(1) 地中連続壁基礎のせん断力に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値 (V/Va)※ 増加率
検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
i 

部材 1 0. 16 0. 16 1. 00 

部材 2 0.29 0. 30 1. 03 
③Ss-31 (H+, V+) 

部材 3 0.22 0. 22 1. 00 
i 

部材4 0.35 0. 35 1. 00 
i 

※ V :発生せん断力 Va：短期許容せん断力

表 3.3-5(2) 地中連続壁基礎のせん断力に対する評価結果比較（②一②断面）

照査値 (V/Va)※ 増加率
検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
； 

部材 1 0.32 0.34 1. 06 
! 

部材2 0.37 0. 35 0.95 
③Ss-31 (H+, V+) 

部材 3 0. 14 0. 16 1. 14 

部材4 0.40 0. 39 0.98 
I ； 

※ v：発生せん断力 Va：短期許容せん断力

ー ：遍加地霊改良体（セメント改良）

E二l：遍加嶋饂改良体（藁練注入）

Km 

Ac 三
瞬

（①ー①断面） （②一②断面）

図 3.3-4 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 3.3-6に示す。また，各評価項目の最大

増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.27と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 3.31-6 (1) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（①一①断面）

検討ケース

③Ss-31 (H+, V+) 

※極限支持力度： 6201kN/m2 

評価位置
最大接地圧 [kN/m汀

i 

変更前 ： 変更後

2296 2254 

増加率

（後／前）
9 9 9 

0.98 

表 3.3-6(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（②一②断面）

検討ケース 評価位置

③S s - 3 1 (H +, V +) 

※極限支持力度： 6201kN/m2 

(3) 構造物の変形に対する評価結果

最大接地圧 [kN/rn門

変更前 ： 変更後

1277 1619 

増加率

（後／前）

1. 27 

地震時の止水ジョイント部の相対変位量に対する評価結果の比較を表 3.3-7に示す。ま

た，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 3成分合成変位の増加率は1.02と，既工認時と概ね同等の結果となること

を確認した。

表 3.3-7 鉄筋コンクリート防潮壁の地震時相対変位量

検討ケース 成分
変位量［m] 増加率

変更前 変更後 （後／前）

8x 0.600 0. 596 0.99 

③S s - 3 1 
8y 0. 724 0. 752 1. 04 

8 z 0.015 0.012 0.80 
(H+, V+) 

3成分合成変位
0.941 0.960 1. 02 

(=✓ (DX舛 8y虹 8zり）

※1許容限界： 2.0m 

※2既工認時の構造物の変形に対する評価は，④Ss-Dl (H+, V+) にて確

認しており， 3成分合成変位は1.887 mである。
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3. 3.3 最大値の検討

「3.3.2 影響程度の確認」より算出した最大増加率が1を超える（既工認を上回る）評

而項目について，既工認時の最大値 （照査値や接地圧等）に最大増加率を乗じた「推定最大

直」が所定の評価基準値を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 3.3-8に示す。

評価の結果，全ての推定最大値が所定の評価基準値を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 3.3-5に再掲する。

最大値の検討

【実施不要】

Yes 

No 

既工認時の最大値

発生ケースを確認 影響程度の確認

---------------------...1 ケース選定

最大値の検討

【要実施】

推定最大値の算定
（＝最大増加率x既工認時最大値）

END 

----<1 増加率の算定

図3.3-5 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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3. 4 設備に対する影響検討結果

3. 4. 1 ①ー①断面及び②一②断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.4.1-1に示

す。影響検討ケース選定の詳細については（参考2) に示す。

a.地震動の選定

整響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b.地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は 「セメント改良」及び 「薬液注入」であ

ることから，既エ認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

②一②断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

①一①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤のSs-Dl (H+, V+) を確認波として追加で実施する。

②ー②断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， S s -D  1 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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表 3.4.1-1 検討ケースの選定結果（防潮扉 1)

施設 防潮堤 （鉄筋コンクリート防潮堤）

断面 ①一①断面 ②一②断面

追加 セメント系 ． 
地盤
改良 薬液注入 ． ． 
地 ④ 

【最厳】 【最厳】
Ss-31 (H+, V+) Ss-31 (H-. V+) 

盤
~— -

ヶ
⑤ 

【最厳】 【確認波】 追加地盤改良体は”藁液注入”
I Ss-31 (H+, V+) Ss-D1 (H+. V+) のみであり．既工認時の
ス

地盤ケース⑤，⑥と同条件となる
※1 

⑥ 
【最厳】

ことから影響檎討蜻拿外とする。Ss-31 (H+, V+) 

【注記】 ※l ④ 

⑤ 

⑥ 

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

------~ —------------------------------------
爵エ欝＂の蜻讐ケー;r,⑨で1t●評•ヘ
の影響が■署な蜻冒薗を清事
［量定楓拠］
厩工饂饒に全逓震関に対して評僅を賽籍し
ている地●ケース⑤に対して，当該篇鮫への
影響が大きい地震動を遍定する．

地
震
動

----―,―------------f―-----------]―------------------------------------
爵エ欝＂の蜻讐ケース⑤で1t●評鍾ヘ
の影響が■薯な蜻・薗事渭事
【遍定複樋l
厩工ll剛二金鳩震鯰に対して評橿を宴籍し
ている地菫ケース⑤に対して，当該●餃への
影響が大きい地震動を選定する．

地
震
動

： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ［ ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： 

地
盤
ケ
ー
ス

蜻讐ケースの～⑤や胃事

［遍定楓撼】
基本方t1の遍り．遍菫ケース④～⑤の金
ケースを影響檎討ケースとして選定する．

: : : : : : : : : : : : : : : : : : t : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : : :―ー：： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： 

ぶ 9t,” 

吐ケー7．土を這定

．這＿弓堕，
xそ，． ．． 虻＂，．ア・'‘

＂ー霊 r，. • " _,." , 
11·· へ• 9重” p̀ 
“：；；ぇ

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（藁液注入のみ）

改 R}.

A
花

蜻讐ケース④を冒事

【遍宣檀撼J
稟濱注入については．鱗析11!綸性●として
は庫途量 （霧濠状化）閏彙件となることから
逮麓ケース⑤．⑤は封拿外とし．遍菫ケース
0ゆみを影●檎計ケースとして選定する．

-----~ —------------------------------------------------­
⑤SI-P 1 (H+. V+)を渭亨

［遍定複撼J
遍加遍●改良体 （セメント改良）による応
答の傾内蘊皇のため．蘊筐ケースを 1ケース
賽篇する．
鳩●ケースは設●"Iiiの基本ケースである
地量ケース⑤を選定する．
全ての層期壽で比較的大きい加遍鷹を示す
Ss-01 (H+. V+)を遍定する．

- - - - - - -:.: ~ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 「 ―-- - - - - - - - - - - - - -

- 1.  
.. ~ + 

（①ー①断面） （②一②断面）

※選定フロー （設備）の詳細については図1.3-5に示す。
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(2) 影響検討方法

①一①断面及び②一②断面の影響検討対象設備である防潮扉 1は，既工認時において固有

周期が 0.05s以下であるため，最大応答加速度 (ZPA) を条件として適用している。この

ため，①一①断面については地盤ケース④～⑥の全ケースを対象とし，②ー②断面について

は地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA) と既工認時の最大応答加

速度 (ZPA)とを比較し影響有無を確認する。さらに，②一②断面は，追加地盤改良体（薬

液注入）により地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，

地盤ケース⑤の条件に近づくと考えられるため， 既工認時の地盤ケース⑤についても比較対

象とする。

また，既エ認の耐震評価に適用している防潮扉 1の設備評価用ZPAは，防潮堤（鉄筋コ

ンクリ ート防潮壁）の①一①断面及び②一②断面の 2次元有効応力解析モデルより得られる

最大応答加速度 (ZPA) を設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZP

Aを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 影響検討結果

表 3.4.1-2～表 3.4.1-5に①一①断面の各地盤ケースにおける ZPAの比較結果を，表

3. 4. 1ーもに②一②断面のZPAの比較結果を示す。

比較した結果①一①断面の影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して大差な

いことを確認した。一方，②ー②断面の影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較し

て若干増加することを確認した。また，設備評価用ZPAに対して下回っていることを確認

した。

したがって，追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）を考慮した場合でも，防潮扉

1への影響はない。
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表 3.4.1-2 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース④Ss-31 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

④S s-3 1 
(I) 

評価断面 EL. (m) 方向 ④S s - 3 1 
(II) 比率

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 04 1. 03 1. 04 0.99 
23.550 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 

水平 1. 04 1. 03 1. 04 0.99 
防潮堤（鉄筋コン 22. 500 -

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 
クリート防潮壁）

水平 0.64 0.62 0.65 0.96 
（①一①断面） 11. 350 ..... ・・ ・ • ・ ・ ・ •• ・ 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 

水平 0.39 0.37 0.65 0.57 
2. 700 ................ 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 

表 3.4.1-3 ①ー①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-3 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤S s-3 1 
(I) 

(II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s - 3 1 

(H+, V+) 設備評価用 (1/11) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 02 1. 02 1. 04 0.98 
23. 550 囀●・、・• • ・ • •....... ．．．．．．．．．＿．．．か~．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0. 36 

水平 1. 02 1. 02 1. 04 0.98 
防潮堤（鉄筋コン 22.500 ........ _............. .............…・・・_.._.........0...... ......1_...3 .............…••一•••••••••…;! ; ........ _.........................*......._... 

鉛直 0. 13 0.37 0.36 
クリート防潮壁）

水平 0.61 0.61 0.65 0.94 
（①一①断面） 11. 350 ....._.........”.......... .. ._..............0.............. _.......... ...... m........................,.." 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 

水平 0.37 0.36 0.65 0.56 
2. 700 . .......... 

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 
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表 3.4.1-4 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-D 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤s s-D1 
(I) 

評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s-D 1 
(II) 比率

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 00 0.98 1. 04 0.95 
23.550 ．．．．．． 

鉛直 0.33 0.33 0.37 0.90 

水平 1. 00 0.98 1. 04 0.95 
防潮堤（鉄筋コンク 22. 500 

鉛直 0.33 0. 33 0. 37 0.90 
リート防潮壁）

水平 0.65 0.64 0.65 0.99 
（①一①断面） 11. 350 

鉛直 0.33 0.33 0.37 0.90 

水平 0.41 0.40 0.65 0.62 
2. 700 

鉛直 0.33 0.33 0. 37 0.90 

表 3.4.1-5 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑥Ss -3 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑥s s -3 1 
(I) 

(II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑥S s -3 1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 01 1. 00 1. 04 0.97 
23.550 

鉛直 0. 14 0. 14 0. 37 0. 38 

水平 1. 01 1. 00 1. 04 0.97 
防潮堤（鉄筋コン 22.500 

鉛直 0. 14 0. 14 0.37 0. 38 
クリート防潮壁）

水平 0.59 0. 59 0.65 0.91 
（①一①断面） 11. 350 ・・・・・・--

鉛直 0. 13 0. 14 0. 37 0.38 

水平 0.36 0.36 0.65 0.56 
2. 700 ・・・・・---・・--・--・・--・ ...●● ● ＇ー・・ --- -- ---

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 
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表 3.4.1-6 ②一②断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

④S s - 3 1 
(I) (II) 

⑤S s - 3 1 
④S s-3 1 設備 比率

評価断面 EL. (m) 方向 (H-, V+) (H-, V+) 
(H-, V+) 評価用 (1/Il) 

（既工認） （既工認）
（影響検討） （既工

【非液状化】 【液状化】
【液状化】 認）

水平 0.32 0.28 0.34 1. 04 0.33 

23.550 ．．．．．．ー•_.........`..............

鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0.30 

防潮堤（鉄
水平 0.32 0.28 0.34 1. 04 0.33 

筋コンクリ 22.500 .................9・．．．．．．．．『◆●●●●

ー ト防潮 鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0.30 

壁） 水平 0.31 0.28 0.33 0.65 0.51 

（②一②断 11. 350 
・・・・・・・・・・・・・-..............・・-・-・・・・・・・・・ 

面）
鉛直 0. 11 0.11 0. 11 0.37 0.30 

水平 0.30 0.27 0.32 0.65 0. 50 

2. 700 ...................,...""●●● 

鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0.30 
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3.4.2 ③一③断面及び④ー④断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.4.2-1に示

す。影響検討ケース選定の詳細については（参考2)に示す。

a.地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

③ー③断面及び④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであ

り，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ

認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外と

し，地盤ケース④に対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体 （セメント改良）の影響確認

③ー③断面及び④一④断面については，追加地盤改良体 （セメ ント改良）の影響がないた

め， S s -D 1 (H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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表 3.4. 2-1 検討ケースの選定結果 （構内排水路逆流防止設備）

施設 防潮堤 （鉄筋コンクリート防潮堤）

断面 ③一③断面 ④一④断面

追加 セメント系
地盤
改良 薬液注入 ． ． 
地 ④ 

【最厳】 【最厳】

盤
Ss-21 Ss-D1 CH-, V+) 

ヶ
⑤ 追加地盤改良体は”藁液注入” 追加地盤改良体は＂藁漬注入”

| 
のみであり．既工認時の のみであり．既工認時の

ス 地盤ケース⑤．⑥と同条件となる 地盤ケース⑤．⑥と同条件となる
※1 

⑥ ことから影響檎討対象外とする。 ことから影響檎討対象外とする。

【注記】 ※1 ④ 

⑤ 

⑥ 

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (+1a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

------------------f―------------,―------------------------------------
"T響隋の楕讐ケース⑤で＂●評僅ヘ
の影響が■薯な＊・薗字潤事
［選定楓拠】
厄工II!欝に全嶋•Ill こ対 して評編を賽篇し
ている地●ケース⑤lこ対して．当該篇餃への
影●が大きい地震艶を遍定する．

地
震
動

： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ［ ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（藁液注入のみ）

蜻讐ケース①デ渭亨

【遍定複拠J
藁濠注入については．鱗析!!I鬱性櫨として
は戴鳩量 （壽濠状化）閏彙件となることから
追量ケース⑤．⑤は灼象外とし．地量ケース
Gゆみを影●績計ケースとして遍定する．
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※選定フロー （設備）の詳細については図1.3-5に示す。
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(2) 影響検討方法

③一③断面及び④一④断面の影響検討対象設備である構内排水路逆流防止設備 (5,6) は，

既工認時において閉門時に固有周期が 0.05s以下であるため，基準床レベル (EL.1. 8m)の最

大応答加速度 (ZPA) を条件として適用している。一方，開門時には水平方向のみ固有周

期が1.24sであるため，基準床レベル (EL.1. 8m)の床応答曲線 (FRS)を条件として適用

している。このため，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び

床応答曲線 (FRS) と既エ認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と

を比較し影響有無を確認する。さらに，追加地盤改良体（薬液注入）により地盤ケース④は

豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の条件に近づくと

考えられるため， 既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。

また，既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で

得られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZ

PA及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表 3.4.2-2に③一③断面のZPAの比較結果を，表 3.4.2-3に④一④断面のZPAの比較

結果を示す。また，図3.4.2-1に③一③断面のFRSの比較結果を，図 3.4.2-2に④一④断面

のFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによる FRSは，既工認時と比較して増加し，地盤ケース⑤に

近づく傾向があることを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕

があることを確認した。

したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，構内排水路逆流防止設備

(5, 6)への耐震性に影響はない。
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表 3.4.2-2 ③一③断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり
i 

＇ 
(II) (I) 

比率⑤S s-2 1 ④S s-2 1 
④S s-2 1 設備

(1/11) 
評価断面 EL. (m) 方向

（既工認） （既工認）
（影響検討） 評価用

【非液状化】 【液状化】
【液状化】 （既工認）

水平 0. 35 0.29 0.32 0. 72 0.40 

防潮堤（鉄筋コ

ンクリート防
1.800 

潮壁）

（③一③断面）
鉛直 0.30 0.31 0.29 0. 76 0.39 

i l 

表 3.4.2-3 ④ー④断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

④S s-D 1 
(I) 

⑤s s -D  1 
④S s-D 1 (JI) 

(H-, V (H-, V 比率
評価断面 EL. (m) 方向 (H-, V 設備

＋） ＋） (1/11) 
＋） 評価用

（既工認） （既工認）
（影響検討） （既工認）

【非液状化】 【液状化】
【液状化】

水平 0.46 0.34 0.41 0. 72 0.57 

防潮堤（鉄筋コ

ンクリート防
1.800 

潮壁）

（④一④断面）
鉛直 0.45 0.43 0.45 0. 76 0.60 
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0.0 1. 0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-21 （既 l認） 【非液状化 】

—④Ss-21 （既［認） 【 液状化 】

―--④Ss-21（影蓉検討） 【液状化】

設備評価用FRSに対して超過範囲なし

2.0 3.0 4.0 
固打周期 (s)

5. 0 

図 3.4.2-1 ③一③断面のFRSの比較結果（水平方向 EL. 1. 800m h=l. 0%) 
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6.0 
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ぶマ‘9^•V ；A 
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3.0 

2.0 

1 0 

0.0 
0.0 1.0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-Dlー＋（既 l 認） 【非液状化】

—④Ss-Dl —＋（既 I :認） 【液状化 】

--・④Ss-D1→（影蓉検討） 【液状化】

設備評価）l]FRSに対して超過範囲なし

2.0 3.0 4.0 
固有周期 (s)

5.0 

図 3.4J. 2-2 ④一④断面のFRSの比較結果（水平方向 EL. 1. 800m h=l. 0%) 
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4. 屋外二重管に対する影響検討
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4. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既エ認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 4.1-1及び図4.1-2に示す。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される B-B断面を選定する。

A-A断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既工認と同様の解析条件の

ため，本影響検討断面から除外する。

図4.1-1 屋外二重管及び地盤改良体の平面位置
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図4.1-2 (2) 屋外二重管及び地盤改良体の断面位置 (B-B断面）
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4.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既工認の添付書類「V-2-2-8 屋外二重管の地震応答計

算書」及び添付薯類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性についての計算書」を踏襲するものとす

る。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良体（薬

液注入）を反映する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」 を引用する。

図4.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改

良体（薬液注入）の反映前後の解析モデルを図 4.2-2に示す。

図4.2-1 影響検討実施断面位置図
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図4.2-2 解析モデル図 (B-B断面）
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4. 3 施設に対する影響検討結果

4. 3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下にブ選定結果を表 4.3-1に示す。

影響検討ケース選定の詳細については（参考2) に示す。

a. 評価グループの設定

屋外二重管は，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭），地盤改良体及び管体で構成された構造物である。

各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった 1波を

選定する。

C. 地盤ケースの選定

外二重管は，追加地盤改良体が構造物に対して「左右非対称」に配置されていることから，

変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースからも選定する。

外二重管 (B-B断面）に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，

薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時

の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤

ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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表4.3-1 検討ケースの選定結果

施設 屋外二重管

断面 B-B断面

構造物に対する地盤
非対称

改良体の設置状況

追加 セメント系
地盤

改良 薬液注入 ． 
① 

② 

地

盤 ③ 
ケ

I 
-------

ス ④ 
【鋼部材 （鋼製桁，鋼管杭）】

※1 
Ss-12 

⑤ 追加地盤改良体は”藁演注入”

のみであり．既工認時の

地盤ケース⑤．⑥と同条件となる
⑥ ことから影響檎討鯖象外とする。

【注記】 ①

②

③

④

 

ー※
 

原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋1a) した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a) した解析ケース
敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させる

ことを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 (+1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

--------- ------- --- --- - -- ---------=ー：｀—:ii- - 1 ;冨笞m:: ' --
【選定•II!】
厩工筐鵬に金地震騎に対して＂僅を賽崖し
ている建量ケース①に対して．盪該饉餃への
影●が大きい途重艶を遵定する．

※ 鰐●グルーブごとに遍定

--------------------------------~ ---------------------------

地
震
動

』

地
盤
ケ
ー
ス
-- 9 
スL巨 肩エ璽晴の隼讐ケ＿スm~①の中で

暑大胃詈●が覺生kたケースそ渭で

［遍定複撼l
追加鳩菫改良体が●遣物に対して左石専対
淋に設置されるJl餃については．特に左右IJ)
Ill性●による未改良地●●への置形の累讀等
の可筐性を譜家え．地量のばらつきを膏慮し
た検計ケース （培●ケース①～⑤までの検討
ケース）から．ロエ塁の最大●畳●覺生ケー
スを影響檜計ケースとして選定する．
ただし．纂濠注入については、解析剛鞠性
●としては願遍量 （専濠状化） Ill彙件となる
ことから．建●ケース(i).⑤I土灼拿外とし
建量ケース①～°””Pから選定する．

--------―ーニこ＝―；--ーーーニこ二てこ-------------」--------------l-----------―＿↓――-----------

|I広に知こ平～紐虹
R大＂ぞ皿生生しt:.:z -2E疋定

(B-B断面）

※選定フロー（施設）の詳細については図 1.3-4に示す。
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4. 3.2 影響程度の確認結果

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 4.3-2及び表 4.3-3に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 4.3-1に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 照査値が小さい部材を除くと最大増加率が全て1.00以下と既エ認時よりも

小さくなることを確認した。

表 4.3-2 鋼製桁及び鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較 (B-B断面）

照査値（ os/o sa) ※ 比率
検討ケース 評価位置

変更前
i 
変更後 （後／前）

鋼製桁 0. 03 0.03 1.00 

④s s -1 2 鋼管杭（左） 0. 62 ： 0. 34 0. 55 

鋼管杭（右） 0. 71 0. 50 0. 71 

※ as :発生曲げ引張応力度 a sa :短期許容引張応力度

表 4.3-3 鋼製桁及び鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較 (B-B断面）

照査値（て SIてsa) ※ 比率
検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）

鋼製桁 0. 02 I 0.03 1. 50 

④s s -1 2 鋼管杭（左） 0.21 i ： 0. 17 0.81 

鋼管杭（右） 0. 17 i l ！ 0. 15 0. 89 

※て s ：発生せん断応力度 てsa:短期許容せん断応力度

捻 変更後

（曲げ軸力） （せん断力）

図4.3-1 変更前後の照査値の最厳箇所
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(2) 改良地盤の安定性に対する評価結果

改良地盤の安定性に対する評価結果の比較を表 4.3-4及び表 4.3-5に示す。また，各評価

項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果，既工認当時に比べて，全ての増加率が1.00を下回ることを確認した。

表 4.3-4 地盤改良体①の圧縮応力に対する局所安全係数比較 (B-B断面）

| 1 局所安全係数（圧縮応力） I 比率

変更前 I 変更後
検討ケース 評価位置

（前／後）

④s s -1  2 地盤改良体① 9.86 10. 00 0.99 

表 4.3-5 地盤改良体①のせん断応力に対する局所安全係数比較 (B-B断面）

検討ケース

④S s - 1 2 

局所安全係数（せん断応力）
評価位置

地盤改良体①

地盤改良体 （セメント改良）／

（地盤改良体 （既設））

4-10 

変更前 ： 変更後

7. 35 7.81 

比率

（前／後）

0.95 
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(3) 屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果

屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果の比較を表 4.3-6に示す。ま

た，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果，既工認当時に比べて， 全ての増加率が1.00を下回ることを確認した。

表4.3-6 屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果比較 (B-B断面）

最大接地圧 [kN/m門
検討ケース 評価位置

変更前 変更後
； 

比率

（後／前）

<I> 1800（左） 119 107 0.90 
i ④s s -1 2 

cf> 2000（左） 151 ， 130 0.87 
i 

※極限支持力度： 1775kN/m2 

(4) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 4.3-7に示す。また，各評価項目の最大

増加率を赤字で示す。

評価の結果，最大接地圧の上昇が見られるが， 最大増加率は1.14と，既工認時と概ね同

等の結果となることを確認した。

表4.3-7 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較 (B-B断面）

最大接地圧 [kN/rn門 比率
検討ケース 評価位置

変更前

鋼管杭（左） 1230 
④S s - 1 2 

鋼管杭（右） 1595 

※極限支持力度： 5810kN/m2 

地盤改良体 （セメント改良）

（地盤改良体① （新設））

地盤改良体 （セメント改良）

（地盤改良体 （既設））

屋外二重管本体

/I 
＇ん

4-11 

！ 
変更後 （後／前）

； ， 

1397 
！ 

1. 14 

i 
1687 1. 06 

※評価位置

ー ：屋外二重管下の地盤改良体①

ー ：基礎地盤
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4. 3.2 最大値の検魯

「4.3. 2 影響程度の確認」より算出した最大増加率が 1を超える（既工認を上回る）評

価項目について，既工認時の最大値 （照査値や接地圧等）に最大増加率を乗じた「推定最大

値」が所定の評価基準値を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 4.3-11に示す。

評価の結果，全ての推定最大値が所定の評価基準値を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 4.3-2に再掲する。

最大値の検討

【実施不要】

Yes 

No 

START 

既工認時の最大値

発生ケースを確認 影響程度の確認

---------------------..1 ケース選定

最大値の検討

【要実施】

推定最大値の算定
（＝最大増加率x既工認時最大値）

END 

-----<1 増加率の算定

図4.3-2 最大値の検討における検討フロー （再掲）
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接
地
圧
（
単
位
：
k
N
/
m
り
を
示
す
。
な
お
，
許
容
限
界
は
1
7
7
5
k
N
/
m
2
（
極
限
支
持
力
度
）
で
あ
る
。

※
3
基
礎
地
盤
の
支
持
性
能
に
対
す
る
評
価
と
し
て
，
接
地
圧
（
単
位
：
k
N
/
m
り
を
示
す
。
な
お
，
許
容
限
界
は
5
8
1
0
k
N
/
m
2
（
極
限
支
持
力
度
）
で
あ
る
。

※
4
最
大
値
検
討
実
施
有
無
【
判
定
A
】
：
影
響
検
討
ケ
ー
ス
と
既
エ
認
最
大
ケ
ー
ス
が
同
一
ケ
ー
ス
の
場
合
，
最
大
値
の
確
認
が
で
き
て
い
る
と
判
断
し
，
最
大
値
検
討
は
実
施
不
要
。

【判
定
B
】
：
最
大
増
加
率
が
1
を
下
回
る
場
合
，
追
加
地
盤
改
良
体
の
影
響
が
な
い
と
判
断
し
，
最
大
値
検
討
は
実
施
不
要
。
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4.4 設備に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表4.4-1に示

す。影響検討ケース選定の詳細については（参考2)に示す。

a.地震動の選定

監響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b.地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

B-B断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体 （セメント改良）の影響確認

屋外二重管については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， S s-D 1 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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表 4.4-1 検討ケースの選定結果

施設 屋外二重管

断面 B-B断面

追加 セメント系
地盤 —··—•—--- ~ -

改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】

盤
Ss-22 

ヶ
⑤ 

追加地盤改良体は”藁液注入”

| のみであり．既工認時の

ス 地盤ケース⑤．⑥
※1 

⑥ と同条件となることから
影響檎討鮒彙外とする。

【注記】 ※l ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させること

を仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (+la)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑤

⑥

 

-----~ -------------------------------------
胃エ1l"の蟻讐ケース⑤で＂●評値ヘ
の彫響が漕薯な蜻●馳千詈亨

【選定楓拠l
匠工鵞疇に全地霞動に対して11籠を寅籠し
ている絶量ケース⑤に封して．当饂菖II:への
影響が大きい遍震11を選宣する．

地
震
動

： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ：［ ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： ： 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（纂液注入のみ）

蜻讐ケース④を漏宮

【遍定檀拠J

纂濠注入については．鱗析＇物性●として
は願綸量 （専液状化）躙彙件となることから
地●ケースG.G心対亀外とし．逓●ケース
④のみを影響檎討ケースとして遍定する．

↑
 

※選定フロー（設備） の詳細については図1.3-5に示す。
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答

加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応

答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，追加地盤改良体（薬液注入）により

地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の

条件に近づくと考えられるため， 既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。また，

既工認の耐震評価に適用している設備評価用 ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた

応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びF

RSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表 4. 4,~ に ZPAの比較結果を，図 4. 4- 1 及び図 4. 4-2 に FRS の比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによる FRSは，水平方向においては既工認時と比較して増加

し，地盤ケース⑤に近づく傾向があることを確認した。一方，鉛直方向においては大差がない

ことを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認

した。したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 影響検討対象施

設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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評価断面

屋外二重管

(B-B断面）

（杭基礎部 1)

6.0 

5.0 

4.0 

述
3.0 

娑

2.0 

1.0 

0.0 

EL. (m) 方向

(cf> 1800mm) 
水平

3. 375 

2.475 

1. 575 
鉛直

(cf> 2000mm) 
水平

3. 475 

2. 475 
鉛直

1. 475 

表 4.4-2 Z PAの比較結果

⑤S s- 2 2 

（既工認）

【非液状化】

0.49 

1. 44 

0. 51 

1. 39 

最大応答加速度 (X9. 8m/sり

(I) (II) 
④S s- 2 2 

④S s - 2 2 設備
（既工認）

【液状化】
（影響検討） 評価用

【液状化】 （既工認）

0. 39 0. 50 0.67 

1. 30 1. 09 1. 44 

0. 37 0.42 0.80 

1. 02 1.11 1. 49 

一 設備評価用FR

—⑤Ss-22 （既 l 認） 【非液状化 】

—④Ss-22 （既 l 認） 【液状化 】

--―④Ss-22（影幽検討） 【液状化】

設備評価用FRSに対して超過範囲なし

0. 0 0. 1 0. 2 0. 3 0. 4 0. 5 0. 6 0. 7 0. 8 0. 9 1. 0 
固有周期 (s)

図4.4-1 FR  Sの比較結果（水平方向 h=2. 0%) 
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比率

(1/11) 

0. 75 

0. 76 

0. 53 

....................................ー・疇..........

0. 75 
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14.0 

12.0 

10.0 

8.0 

世

`尽·~.yさ 6.0 

4.0 

2.0 

0.0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-22 （既 I 認） 【非液状化 】

—④Ss-22 （既 I~認） 【液状化 】
--—④Ss-22 （影響検討） 【液状化 】

設備評価用FRSに対して超過範囲なし

0. 0 0. 1 0. 2 0. 3 0. 4 0. 5 0. 6 0. 7 0. 8 0. 9 1. 0 
同有周期(s)

図4.4-2 FR  Sの比較結果（鉛直方向 h=2. 0%) 
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5. 貯留堰に対する影響検討
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5. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 5.1-1及び図 5.1-2に示す。また，貯

留堰の構造図を図 5.1-3に示す。

以上より，代表断面への追加地盤改良体の影響はないものの，既工認時にモデル化していな

い既実施地盤改良体が施設の片側のみに設置されることから，その影響を確認するためEW-

1断面及びEW-2断面を影響検討断面として選定する。

NS-1断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既工認と同様の解析条件

のため，本影響検討断面から除外する。 NS-1断面にて評価している土留鋼管矢板について

は，追加地盤改良体による影響がないことから本影響検討断面から除外する。

図5.1-1 貯留堰及び地盤改良体の平面位置
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、̀
lm
 

＇ー
・

.
o
 

p
 
.
 

.
 o
 

S

T

]
 

0.0 

-10.0 

-20.0 

-30.0 

-40. 0 

-50.0 

-60.0 

-70.0 

-80.0 

Km 

貯留堰 p_ 2000mm 

- , A .9 99 

Km 

T. P (m) 

10 0 

0 0 

-10.0 

-20 0 

Ac 

-30 0 

土留銅管矢板

-40 0 

-50 0 

-60 0 

Km 

-70.0 

-80.0 

※鋼製防護壁の構造変更に伴う追加地盤改良体の影響はない。

図5.1-2(1) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (NS-1断面）

II' 

T. P. (m) 

10.0 

0.0 

-10.0 

-20. 0 

-30.0 

-40. 0 

-50. 0 

-60.0 

-70. 0 

-80.0 

防潮堤

（銅製防謹壁）

範囲 ※

|―- -Iタイ材

Km Km 

E 

T. P. (m) 

10.0 

0 0 

-10.0 

-20.0 

Ac I 
-30.0 

-40.0 

-50 0 

Km -60.0 

-70. 0 

-80.0 

※隣接溝造物による相互作用の影響については，既工認と 同捺，考慮しない。

ー ：追加地盤改良体 （セメント改良） 仁二］ ：既実施地盤改良体 （薬液注入）

図5.1-2(2) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (EW-1断面）
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w 

T. P. (m) 

10.0 

0.0 

-10.0 

-20.0 

-30. 0 

-40.0 

-50.0 

-60.0 

-70.0 

-80.0 

防潮堤

（鋼製防護壁）

範囲※

|-|タイ材
貯留堰取付護岸

Km 

E 

T. P (m) 

10 0 

0.0 

T P -6.9m 
I 
-10.0 

-20.0 

Ac I 
-30.0 

-40.0 

-50.0 

-60.0 

Km I 

-70.0 

-80.0 

※隣接構造物による相互作用の影響については，既エ認と同様，考慮しない。

仁コ ：既実施改良地盤（薬液注入）

図5.1-2 (3) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (EW-2断面）

【貯留堰】

紫色 ：貯留堰鋼管矢板

【護岸接続部】
層百コ止京ヨー__----7
I橙色 ．止水ゴム取付部鋼材 I 

＇ 色 ：防護材及び防護材取付部鋼材
-----------|  

（位置図） L
 

カーテンウ ール

図5.1-3 貯留堰及び貯留堰取付護岸の構造図（平面図） A部
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5.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既エ認の添付書類「V-2-10-4-4-1 貯留堰の耐震性に

ついての計算書」を踏襲するものとする。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入）を反映する。ただし，

「隣接構造物をモデル化しない方針であること」及び「施設から離れた追加地盤改良体（セメ

ント改良）の当該施設・設備に与える影響が軽微であると判断できること」から防潮堤（鋼製

防護壁）を挟んで設置される追加地盤改良体（セメント改良）はモデル化しない。また，モデ

ル化しない隣接構造物及び追加地盤改良体（セメント改良）部分については地盤改良体（薬液

注入）にてモデル化する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」 を引用する。

図5.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改

良体（薬液注入）の反映前後の解析モデルを図 5.2-2に示す。

図5.2-1 影響検討実施断面位置図
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側方粘性境界
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305.58m 

（変更後）

図5.2-2 (1) 解析モデル図 (EW-1断面）

5-6 

117 



306. 264m 

（変更前）

E
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・

w
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306.264m 

（変更後）

図5.2-2 (2) 解析モデル図 (EW-2断面）
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5. 3 施設に対する影響検討結果

5. 3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に：選定結果を表 5.3-1に示す。

影響検討ケース選定の詳細については （参考 2) に示す。

a. 評価グループの設定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴムで構成された構造

物である。各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選

定する。

b. 地震動の選定

営響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった 1波を

選定する。

C. 地盤ケースの選定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，追加地盤改良体が構造物に対して 「左右非対称」に配置され

ていることから，変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースからも選定する。

貯留堰（EW-2断面）及び貯留堰取付護岸 (EW-1断面）に新たに設置される追加地盤

改良体は 「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性と

して取り扱うことから，既工認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，

⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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表 5.3-1 検討ケースの選定結果

施設 貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）

断面 EW-1断面 EW-2断面

構造物に対する地盤
非対称 非対称

改良体の設置状況

追加 セメント系
地盤

改良 薬液注入 ． ． 
① 

② 

地 - -

盤 ③ 
【鍋部材（貯留堰取付護岸）】

ケ Ss-Dl (H-, V-) 

I 
ス ④ 

【鋼部材（貯留堰）】

※1 
Ss-D1 (H+, V+) 

⑤ 追加地盤改良体は”藁液注入” 追加地盤改良体は”藁液注入”

のみであり，既工認時の のみであり，既工認時の

地盤ケース⑤．⑥と同条件となる 地盤ケース⑤，⑥と同条件となる
⑥ ことから影響檎討対象外とする。 ことから影響検討対亀外とする。

【注記】 ①

②

③

④

⑤

⑥
 

ー※
 

原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮（＋ la) した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

---------------------------------------ょ;-;ー；：ーー［苫言；？湿： ＇――
【遍定楓拠l
匠工霞騎に金鳩•IIに州して11値を婁篇し
ている地●ケース①に対して．当該算餃への
影●が大きい鍮霞動を選定する．

豪 評鱈グルーブごとに遍定

-------------------------------- ~ ------------- - -------------- - --------

地
震
動

地
盤
ケ
ー
ス ー・ ↓,  

只エ圧晴の屯丘ケ ＾ ｀ ～r~の中て 霞エIll睛の蜻讐ケース巾～qゆ中で
大門壬心が免主L・占ケ アを己r 貴＊11書●が覺牛したケース子渭字

【選定複拠】
-g t :•9 ・・ヽ ； ＜ 追加地菫改皇体が犠遍物に対して左右葬対

' • - 檸に設置される篇設については特に左右の
置9 ,. L心富 躙性董Iこよる素改良地量膏への責恵の累穣壽
：： ・ ヽ で^ の可饒性を●葦え．鳩量のばらつきを肴慮し

・テ で た検討ケース （地量ケース(I)~⑤事での検討
..,. 「•IJ← 9 ヶース）から，貶エ筐の最大●畳●覺生ケー

スを影響検討ケースとして選定する．
ただし．藁濯注入l＝ついては．鱗析11!働性
●として1這蟻● （奔液状化）1111彙件となる
ことから．鳩鑢ケース⑤．⑤は対象外とし
追量ケース(I)~④の中から遍定する．

-----------------―てここ---------―てこ=て--------―てここ---l------------―↓-------------

t 
竺A 9‘ を`己定

(EW-1断面及びEW-2断面）

※選定フロー（施設） の詳細については図 1.3-4に示す。
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5. 3.2 影響程度の確認結果

5. 3. 2. 1 防留堰

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 5.3-2及び表 5.3-3に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 5.3-1に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

“止水ゴム取付部鋼材”並びに“防護材及び防護材取付部鋼材’'は汀線方向断面に対す

る評価であるため，汀線方向断面であるNS-1断面の結果を用いている。よって， ”止水

ゴム取付部鋼材”並びに”防護材及び防護材取付部鋼材”の評価については，今回の影響検討

では検討対象外とする。

評価の結果，既工認当時に比べて，全ての増加率が1.00を下回ることを確認した。

表 5.3-2 貯留堰鋼管矢板の曲げ軸力に対する評価結果比較 (EW-2断面）

検討ケース

④Ss-D1 (H+, V+) 

※ as :発生曲げ軸応力度

評価位置
照査値（ asl a sa)※ 

変更前 ． 変更後

鋼管矢板 0. 77 0. 68 

比率

（後／前）

0.89 

叫 a：短期許容曲げ応力度

貯留堰鋼管矢板 ＿ 変更後 貯留堰鋼管矢板 ＿ 変更後

＿ 変更前 ＿ 変更前

゜ ゜
-10 -10 

Ac 
-20 -20 

； ； >--30 § tこ官- -30 

-40 -40 

-SO 
km 

-50 
Km 

-60 
-40000 -20000 0 20000 40000 

曲げモーメント (kN •ml本）

-60 

--4000 -2000 

゜
2000 4000 

軸カ(kNI本）

図5.3-1(1) 変更前後の照査値の最厳箇所
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表 5.3-3 貯留堰鋼管矢板のせん断力に対する評価結果比較 (EW-2断面）

検討ケース 評価位置
照査値（て SIてsa) ※

変更前 I 変更後
④S s -D  1 (H+, V+) 

※て s ：発生せん断応力度

鋼管矢板 1 °.23 

てsa:短期許容せん断応力度

0.21 

比率

（後／前）

0.92 

貯留堰鋼管矢板 ＿ 変更後

＿ 変更前

゜
-10 

-20 

゜
3
 

(

E

)

.

d

．↑迂

-40 

-50 

-5843 
― , 

-5,418 Km 

-60 
-10000 -5000 0 5000 10000 

せん断カ(kNI本）

図 5.3-1(2) 変更前後の照査値の最厳箇所

(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 5.3-4に示す。 また，各評価項目の最大

増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率で1.14と，既工認時と概ね同等の結果となる ことを確認した。

表 5.3-4 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較 (EW-2断面）

検討ケース 評価位置
最大接地圧 [kN/m門

変更前 ： 変更後

④Ss-Dl (H+, V+) 

※極限支持力度： 4863kN/m2 

654 743 

比率

（後／前）

1. 14 
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(3) 構造物の変形性に対する評価結果

構造物の変形性に対する評価 （止水ゴムの引張に対する評価）については，各成分の変位

量の二乗和で合成変位量を算定する。

()X成分については， NS-1断面による変位量であ り，追加地盤改良体の影響が及ばな

い断面である。よって，変位量8y及び8zに対して影響程度を確認する。影響検討モデル

及び既工認モデルの 3成分合成変位量（影響検討モデルと同ケース）を算出し，増加率を算

定する。

構造物の変形性に対する評価結果の比較を表 5.3-5に示す。

評価の結果， 増加率は1.05と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-5 構造物の変形性に対する評価結果比較（黒字：変更前 赤字 ：変更後）

③S s -D  1 
変位 (cm)

8x oy 8 z 
(H-, V-) 

＋ ＋ ＋ 

検討ケース ③Ss-Dl (H-, V-) 

6xは， NS-1断面 0. 3 25. 9 0. 0 
解析値 (cm)

による変位量であり， (1. 2) (31. 8) (0. 8) 

追加地盤改良体の影響 1.0 26. 0 1.0 
設計値 (cm)

が及ばない断面である。 (2. 0) (32. 0) (1. 0) 

初期状態の距離 (cm) 52.0 0. 0 

35. 0 53.0 26.0 
各成分の変位量 (cm)

（既工認時の値を使用） (54. 0) (32. 0) 

合成変位量 (cm) 68.6 

((=.{ (DX虹8y虹 8炉））） (71. 9) 

増加率 1. 05 

※変位方向の定義

南側

貯留堰 貯留堰

ょl◇ 8y(-)ユ
取付護岸

0 8y(+) 
Q 貯留堰

8x(-)0 :::板

ぐ］／＼心

北側

貯留堰 貯留堰

ご！會的（一）取付護岸四

0 8y(+) 
Q 貯留堰

8x(+)0 :：ー：板

ぐ］／汀令

如
｛
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日
拡大図 (1) 拡大図 (2)

匡

王 匡

(N S-1断面）

屠
拡大図

邑

図5.3-2

(EW-1断面）

各変位成分の抽出位置

堰取付護

矢板

ー

※Z軸は鉛直方向下方を正
初期位置をZ=Oとする。 言

y

x
 

図5.3-3 止水ゴムの初期状態
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5. 3. 2.2 貯留堰取付護岸

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 5.3-6及び表 5.3-7に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 5.3-4に示す。また，各評価項目の最大増加率を赤字で示す。

評価の結果， 最大増加率は1.04と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-6 前面鋼矢板の曲げモーメントに対する評価結果比較 (EW-1断面）

照査値 (M/Mp)※ 比率
検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）

③Ss-Dl 前面鋼矢板 0. 61 ， 0. 63 1.04 

(H-, V-) 控え工鋼矢板 0. 05 0. 05 1. 00 

※ M ：発生曲げモーメント Mp:全塑性モーメント

前面鋼矢板 ＿ 変更後

＿ 変更前

du 

゜
5

0
 

-

1
 

(
E

)
.
d

．
↑
裕
慈

-15 

ト20

-552 

-25 
-1000 -500 0 500 1000 

曲げモーメント(kN • m/m)

控え工鋼矢板

5

0
 

-

1

 

(
E

)
.
d

.
'

届
胚

-15 

-20 

＿ 変更後

＿ 変更前

゜

る25

-1000 -500 0 500 1000 

曲げモーメント(kN • m/m)

図5.3-4 変更前後の照査値の最厳箇所

表 5.3-7 タイ材の引張力に対する評価結果比較 (EW-1断面）

検討ケース 評価位置
照査値 (T/Tus) ※ 

変更前 ： 変更後

③S s -D  1 (H-, V-) 0.41 0.42 

比率

（後／前）

1. 03 

※ T ：発生引張力 Tu  s :引張強さ
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(2) 構造物の変形性に対する評価結果

構造物の変形性に対する評価し（貯留堰鋼管矢板及び前面鋼矢板の接触に対する評価）結果

を表 5.3-8に示す。

貯留堰鋼管矢板及び前面鋼矢板の接触に対する評価であることから，両構造物間の相対変

立である変位量8y(+)についての比較を実施する。

評価の結果， 増加率は1.04と，既エ認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-8 構造物の変形性に対する評価結果 (EW-1断面）

検討ケース 評価位置
8 y (+) [m] 

変更前 I 変更後
比率

（後／前）

③S s -D 1 (H-, V-) 0. 178 0. 185 1. 04 

※変位方向の定義

貯留堰取付護岸

8y(-) 8y(+) 

仁コ ご
前面鍋矢板
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5. 3. 3 最大値の検討

「5.3.2 影響程度の確認結果」より算出した最大増加率が 1を超える（既工認を上回

る）評価項目について，既工認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大増加率を乗じた「推

定最大値」が所定の評価基準値を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 5.3-9に示す。

評価の結果，全ての推定最大値が所定の評価基準値を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 5.3-5に再掲する。

最大値の検討
【実施不要】

Yes 

No 

既工認時の最大値
発生ケースを確認 影響程度の確認

---------------------...1 ケース選定

最大値の検討

【要実施】

推定最大値の算定
（＝最大増加率x既工認時最大値）

----<i 増加率の算定

図5.3-5 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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を
示
す
。
な
お
，
許
容
限
界
は
1
0
5
.
0
c
m
（
止
水
ゴ
ム
の
変
位
董
）
で
あ
る
。

※
3
 E
W
-
2
断
面
に
お
け
る
構
造
物
の
変
形
に
対
す
る
評
価
と
し
て
，
変
位
最
（
単
位
：
cm
)
を
示
す
。
な
お
，
許
容
限
界
は
5
2
.
0
c
m
（
貯
留
堰
鋼
管
矢
板
と
前
面
鋼
矢
板
の
離
隔
）
で
あ
る
。

※
4
最
大
値
検
討
実
施
有
無
【判
定
A
】
：
影
響
検
討
ケ
ー
ス
と
既
工
認
最
大
ケ
ー
ス
が
同
ー
ケ
ー
ス
の
場
合
，
最
大
値
の
確
認
が
で
き
て
い
る
と
判
断
し
，
最
大
値
検
討
は
実
施
不
要
。

【
判
定
B
】
：
最
大
増
加
率
が
1
を
下
回
る
場
合
，
追
加
地
盤
改
良
体
の
影
響
が
な
い
と
判
断
し
，
最
大
値
検
討
は
実
施
不
要
。
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6. 1 施設の耐震評価への影響

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」の図「1.3-6 影響検討ケースの選定フロー（施設の

耐震評価）」に基づき選定した影響検討ケースにて，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う

地盤改良体が及ぼす影響について確認を行った。

各施設において，既工認時の各評価項目（断面力，支持性能等）の結果に対する影響程度を

壁認したところ大きな差異が見られなかった。また，影響程度の確認にて算出した増加率を既

工認時の最大照査値に乗じて推定の最大照査値を算出したところ所定の評価基準値（照査値，

極限支持力度等）を満足することから，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地盤改良体が

その周辺施設の耐震評価に影響を与えないことを確認した。

6.2 設備の耐震評価への影響

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」の図「1.3-7 影響検討ケースの選定フロー（設備の

耐震評価）」に基づき選定した影響検討ケースにて，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地

盤改良体が及ぼす影響について確認を行った。

各断面において，影響検討ケースと既工認時のZPA及びFRSを比較して，一部増減はあ

るものの，既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSに対して下回ってい

ることから，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地盤改良体がその周辺設備の耐震評価に

影響を与えないことを確認した。
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防潮堤（鋼製防護壁）の周辺施設への影響に関する参考資料

131 



目次

（参考 1) 既工認時の耐震評価における検討ケースについて

（参考 2) 周辺施設への影響検討における影響検討ケースの選定

（参考 3) 出口側集水枡に対する影響検討

（参考4) 屋外二重管（管体）に対する影響検討

132 



（参考 1) 既エ認時の耐震評価における検討ケースについて

本資料は，既エ認時の施設及び設備の耐震評価における検討ケースに関する記載を再掲するも

のである。

1. 検討ケースについて

1.1 地盤ケースについて

地盤剛性のばらつきの影響を考慮するため，原地盤におけるせん断波速度の原位置試験デ

ータの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標

準偏差oを用いて，せん断波速度を「回帰曲線＋1o」（以下「＋16」という。）とする解析

ケース（地盤ケース②，⑥)及び「回帰曲線一lG」（以下「一la」という。）とする解析ケ

ース（地盤ケース③）を設定する。

地盤の液状化強度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮し，原地盤の液

状化強度試験データの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏

分散に基づく標準偏差oを用いて，液状化強度特性を (-lo) にて設定することを基本と

する（地盤ケース①，②，③）。

また，構造物への地盤変位に対する保守的な配慮として，敷地に存在しない豊浦標準砂の

液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケースを設定する

（地盤ケース④）。さらに，構造物及び機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮

として，地盤の非液状化の条件を仮定した解析ケースを設定する（地盤ケース⑤，⑥）。

上記の地盤剛性及び液状化強度特性の設定を組合せた解析ケース（地盤ケース①～⑥)を

実施することにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。

以上の各地盤ケースにおける液状化強度の関係を参考図 1-1に，各地盤ケースにおけるせ

ん断波強度Vsの関係を参考図 1-2に，耐震評価で実施する地盤ケースを参考図 1-3に示

す。

なお，各種物性値の設定については，平成30年 10月 18日付け原規規発第 1810181号に

て認可された工事計画の添付書類「V-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」及び補足説

明資料「地盤の支持性能について」を参照する。
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地震II寺（構造物の耐怨評価）
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地震II寺（機器 ・配笠系への加速度応答抽出）

杖 硬

三麟冒
（設備の耐震評価）

参考図 1-3 耐震評価で実施する地盤ケース
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1. 2 基準地震動ssについて

基準地震動ssについては，既工認と同様，参考表 1-1及び参考表 1-2に示す全8波を検

討対象とする。

参考表 1-1 基準地震動ss 

基準地震動 備考

Ss-D1 応答スペクトル手法による基準地震動

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-11 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-12 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-13 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3)

Fl断層～北方陸城の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-14 

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2)

2011年東北地方太平洋沖型地震
Ss-21 

（短周期レベルの不確かさ）

2011年東北地方太平洋沖型地震
Ss-22 

(SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

Ss-31 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

なお，基準地震動ssのうち，特定の方向性を有しない地震動 (Ss-Dl及びSs-3

1)については，位相を反転させた場合の影響も確認する。

断層モデル波である Ss-1 1~S s-2 2については，特定の方向性を有することか

ら，構造物の評価対象断面方向を考慮し，方位補正を行う。具体的には南北方向及び東西方

向の地震動について構造物の評価断面方向の成分を求め，各々を足し合わせることで方位補

正した地震動を設定する。
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参考表 1-2 解放基盤面における基準地震動ssの最大加速度一覧
基準 最大加速度 (cm/sり

地震動 NS成分 EW成分 UD成分

870 560 

Ss-Dl 且 1~1111 且I1,1鯛II
0 SO 

時1間00（s） 
150 200 印

峙1関00(,) 
990 200 

717 619 579 

且I←, 且ヽ， i1| 9 
Ss-11 

I 

I 

50 
時1間00(s) 

150 200 50 
時欺,)

150 2OO 50 
時1間00(s) 

150 200 

871 626 602 

Ss-12 
且I←, 且1~ 且ら

50 
時妍s)

150 ゆ 50 
時間100(s) “° 200 印

時間IOO(,) 
150 200 

903 617 599 

且← 且佗， 且らSs-13 
I 

I 

50 
躊樅．）

150 200 印
時間100(,) 

950 四 印
時1間00(s) 

l印 an 

586 482 451 

Ss-14 

且← 且、 i]Iヽ
50 

時駁s)
la:l 加

印
時間100(s) 

1印 2OO 50 
時間100(,) 

150 200 

901 887 620 

Ss-21 厄 • 旦 曹 旦 ....2い
印

時刷．）
150 200 50 

../IllIOO (,) 
16-0 200 印

峙1閏00(,) 
150 200 

1009 874 736 

旦 旦 且ISs-22 會，I | ~ i"11 | • I 

゜
50 

時間lOO,,, 150 200 5-0 
峙閏IOO(s) 

150 200 50 
• 時間I的(s) 

l印 200 

610 280 

旦I 且―’函
Ss-31 

ャ". I'  
-290 →10 

゜
5 

時1間0(s) 
15 勾

゜
6 

叫加）
15 20 
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2. 耐震評価における検討ケースの組合せについて

2. 1 施設の耐震評価

［ 
贋ヽ

施設の耐震評価においては，基準地震動ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮し

た地震動 (4波）を加えた全12波を用いて地盤ケース①を実施する。

上記の地盤ケース①において，せん断力照査及び曲げ軸力照査がせん断力照査及び曲げ軸

力照査をはじめとした全ての照査項目について，各照査値が最も厳しい（許容限界に対する

余裕が最も小さい）地震動を用い，地盤ケース②～⑥の中から追加検討ケースを実施する。

最も厳しい地震動の選定は，照査値1.0に対して 2倍の余裕となる照査値0.5以上を相対的

に厳しい地震動の選定の目安として実施する。

施設の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-3に，地盤ケース②～⑥の追加検

討ケースを実施する地震動の選定フローを参考図 1-4に示す。

参考表 1-3 施設の耐震評価における検討ケースの組合せ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

原地盤に基 地盤物性の 地盤物性の 地盤を強制 原地盤にお 地盤物性のば

解析ケース
づく液状化 ばらつきを ばらつきを 的に液状化 いて非液状 らつきを考慮

（地盤ケース）
強度特性を 考慮（＋ 1 考慮 (-1 させること 化の条件を (+ 1 a) し
用いた解析 o) した解 o) した解 を仮定した 仮定した解 て非液状化の

ケース（基 析ケース 析ケース 解析ケース 析ケース 条件を仮定し

本ケース） た解析ケース

原地盤のせ 原地盤のせ 原地盤のせ 敷地に存在 原地盤のせ 原地盤のせん
ん断波速度 ん断波速度 ん断波速度 しない豊浦 ん断波速度 断波速度のば

地盤剛性の設定 のばらつき のばらつき 標準砂のせ らつきを考慮
を考慮 を考慮 ん断波速度 (+Ia) 

(+ 1 a) (-1 a) 

原地盤に基 原地盤に基 原地盤に基 敷地に存在 液状化パラ 液状化パラメ

液状化強度特性
づく液状化 づく液状化 づく液状化 しない豊浦 メータを非 ータを非適用

の設定
強度特性 強度特性 強度特性 標準砂の液 適用
(-1 a) (-l o) (-1 (J) 状化強度特

性

(H+V+) 実施

(H+V-) 実施
Ss-D 1 

(H-V+) 実施 全ての基準地震動 Ssに対して実施する①の解析ケー
l 

(H-V-) 実施
ス（基本ケース）において，せん断力照査及び曲げ軸

＇ 

Ss-1 1 実施
力照査をはじめとした全ての照査項目について，各照 l 

Ss-1 2 実施

査値が最も厳しい（許容限界に対する余裕が最も小さ
l 

Ss-1 3 実施
l 

Ss-1 4 実施 い）地震動を用い，②～⑥より追加検討ケースを実施
l 

Ss-2 1 実施
する。 ＇ 

Ss-2 2 実施
＇ 

(H+V+) 実施
Ss-3 1 

(H-V+) 実施
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基準地震動SS全波 (12波）を用いて

検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を 1波選定

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

以上より，基準地震動SS全波 (12波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース① （基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ1波選定

(2波が同じ地震動となる場合がある）

※要因に対する着目点

※ せん断力の照査値＞0.5 

曲げ軸力の照査値::ao.5 
又は

せん断力の照査値::ao.5 
曲げ軸力の照査値＞0.5 

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地痕動を 1波選定

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定
大きい応力振幅及び繰返し回数が多い維続時間の長い地震動

地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

・岩盤内に埋設されている構造物
•第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物
地上部と地中部で構成された構造物

・地盤の剛性が硬いことによる影響

・地盤の剛性が柔らかいことによる影響
・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

参考図 1-4 地盤ケース②～⑥の追加検討ケースを実施する地震動の選定フロー
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2.2 設備の耐震評価

設備の耐震評価においては，施設に上載される機器・配管系に対する加速度応答の算定で

は，上載される機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮として，基準地震動ss 

全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動 (4波）を加えた全 12波を用いて地

盤ケース⑤を実施する。

上記の地盤ケース⑤において，上載される機器・配管系の固有振動数帯で加速度応答が最

も大きくなる地震動を用いて，地盤ケース④，⑥を実施し，地盤ケース⑤も含めた全ての解

析ケースに基づく加速度応答を算定する。

設備の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-4に示す。

参考表 1-4 設備の耐震評価における検討ケースの組合せ

④ ⑤ ⑥ 

解析ケース
地盤を強制的に液状 原地盤において非液 地盤物性のばらつき

（地盤ケース）
化させることを仮定 状化の条件を仮定し を考慮（＋ 1a) し

した解析ケース た解析ケース て非液状化の条件を

仮定した解析ケース

敷地に存在しない豊 原地盤のせん断波速 原地盤のせん断波速

地盤剛性の設定 浦標準砂のせん断波 度 度のばらつきを考慮

速度 (+1 a) 

液状化強度特性
敷地に存在しない豊

液状化パラメータを 液状化パラメータを
浦標準砂に基づく液

の設定 状化強度特性
非適用 非適用

(H+V+) 
全ての基準地震動 実施

全ての基準地震動

Ss-D 1 
(H+V-) 

Ssに対して実施す 実施 Ssに対して実施す
(H-V+) る⑤の検討ケース 実施 る⑤の解析ケース
(H-V-) （原地盤において非 実施 （原地盤において非， Ss-1 1 液状化の条件を仮定 実施 液状化の条件を仮定

Ss-1 2 した解析ケース）に 実施 した解析ケース）に

Ss-1 3 おいて，上載される 実施 おいて，上載される

犀、一
Ss-1 4 

機器・配管系の固有
実施

機器・配管系の固有

振動数帯で加速度応 振動数帯で加速度応
Ss-2 1 答が最も大きくなる 実施 答が最も大きくなる
Ss-2 2 地震動を用い，④及 実施 地震動を用い，④及

(H+V+) び⑥より追加検討ケ 実施 び⑥より追加検討ケ
Ss-3 1 

(H-V+) ースを実施する。 実施 ースを実施する。
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（参考 2) 周辺施設への影響検討における影響検討ケースの選定

本資料は，影響検討ケースの選定根拠を説明するものである。影響検討ケースは，既工認時に

実施した検討ケースの中から選定するものとする。

以下に，既エ認時の検討ケースの選定の基本的な考え方の概要を示す。なお，検討ケース選定

の詳細については（参考 1) の「2.耐震評価における検討ケースの組合せについて」に示す。

【施設評価における既工認時のケース選定の手順】

1.マトリックス表の【縦串】を実施し，最大照査値を検索 全部材の最大照査値

地盤ケース① （施設評価の基本ケース）にて全地震動の評価を
： ース

曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  

実施する。 「曲げ」と「せん断」のそれぞれの評価結果に着目
s, -D 1 

H+, V-

H-, V+  

し，地盤ケース①の中から全部材の最大照査値を検索。 H-, v- 0-
S、11 ド、

S.-1 2 
| |【縦串】を実施し，

S.-1 3 

S,-I 4 
1最大照査値を検索

S, -2 1 

S.-2 2 

H+, V-

S、-31 H-, V-

2. マトリックス表の【横串】を実施

l．で検索した照査値が発生した地震動に対して，ばらつきケー

ス（地盤ケース②～⑥)の評価を実施する。 全部材の最大照査値

地］こ＼息E口：ス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ R 

■「曲げ」と「せん断」 の最大照査値が両方0.5を超える場合
H+, V+  

H+, V-
S, -D 1 

H-, V+  

「曲げ」と「せん断」で検索した照査値が発生する地展動2波 （「曲 H-, V-

゜s ̀  -1 1 . 
げ」と「せん断」で検索した地震動が同じ場合は1波）に対して，ばらっ S、12 

i【横串 ］ を実施 卜—S、-13 

きケース （地盤ケース②～⑥)の評価を実施する。 S、一 14 
S,-2 I 

■「曲げ」と「せん断」 の最大照査値が一方または両方0.5を下回る場合 S,-2 2 

H+, V-

「曲げ」と「せん断」で検索した照査値が発生する地震動のうち，最も
s覧ー 31 H-, V-

照査値が厳しい地展動 1波に対して，ばらつきケース（地盤ケース②～

⑥)の評価を実施する。

3. マトリックス表の【飛び地】を実施 各部材の最大照査値

各部材に着目して，マトリックス表の 【縦串】と 【横串】 の関 ；ス
曲げ軸力照査

ll) ② ③ ④ 

係から【横串】のケース以外に照査値が厳しくなりそうな検討ケ
H+, V+  

S 1-D 1 
H+, V-

H-, V+  

ース（地盤ケースと地震動の組合せ）を検索し，追加のばらつき H-, V-

゜
． 

S,-1 l 

ケースを実施する。 S.-1 2 

S.-1 3 

ただし，地盤ケース①の照査値 0.5以下については，十分な裕
匠【飛び地】を実施 I

度が確保されており，ばらつきケースを実施したとしても評価基 S.-2 2 

準値を超えること がないと判断し，対象外とする。
s ̀  -3  1 

注記 地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

地盤ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース

ヽ，
H+, V — • - I 

H-, V-

⑤ 

地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを

仮定した解析ケース

地盤ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋l(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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【設備評価における既エ認時のケース選定の手順】

1.マトリックス表の【縦串】を実施し，地震動を選定

地盤ケース⑤ （設備評価の基本ケース）にて全地震動の評価を

実施する。地盤ケース⑤の中から各設備の主要な周期帯に対して

影響が大きいと判断する地震動を 1波選定する（主要な周期帯の

加速度が同等で1波に絞れない場合は，複数波選定することもあ

る） 。

2.マトリックス表の【横串】を実施

l．で選定した地震動に対して，ばらつきケース（地盤ケース

④，⑥）を実施する。

応答加速度

S, -2 2 

S.-3 1 

応答加速度

施し，

期帯で影

きい地震動

注記 地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを

仮定した解析ケース

地盤ケース⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤ケース⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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1. 取水構造物

1. 1 施設の耐震評価

取水構造物の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 評価グループの設定

取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成された構造物である。 RC部材と鋼管杭では応

答特性が異なることから， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目して影響検討ケースを 1ケ

ースずつ選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった

1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

取水構造物（①一①断面及び④一④断面）は，追加地盤改良体が構造物に対して「概ね左

右対称」に配置されていることから，追加地盤改良体の設置に伴う変位累積の影響が軽微な

ため，最も原地盤の状態に近い地盤ケース①で影響程度の確認を実施する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-1に示す。

地
震
動

既工認時の地盤ケース①で照査値が最

大となる地震動を渭定※

【選定根拠】

既工認時に全地震動に対して評価を実施し

ている地盤ケース①に対して，当該施設への

影響が大きい地震動を選定する。

※評価グルーブごとに選定

評価グルーブの決定

材料による応答特性の違いや評価

方法の違い等により分類した『評価

グループ』を設定する。

---------------------------------------------------------------------------------------
r--------------―----------------------------f----------------―--------------------------... ：影響検討の地盤ケースについてば原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

i 【基本方針】
： 地盤改良体は地盤改良体 （セメント改良）と地盤改良体 （薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体 （薬液注入）に ： 
： おいては．設計上．防潮堤 （鋼製防護壁）近傍の施設・設傭の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり．これは既工認にて実施した地盤のばらっ ： 
i きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤．⑥に包絡されると考える。 ＇ 
： 以上より．地盤改良体 （薬液注入）や局所的に計画する地盤改良 （セメント改良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため．原地盤の ： 
！ 実応答に最も近いケース （地盤ケース①） にて憧認することを基本とする。

'----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------J 
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による影響が小さいこ

る影響が軽微であると

方針の通り，原地盤の
ケース①を影響検討ク

既工認時の地益ケー＿ス〇～⑥‘・の中で
最大照査値が発生したケースを渭定

（選定根釦J
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参考図 2-1 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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RC部材及び鋼管杭に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表

2-1及び参考表 2-2に示す。

参考表 2-l 既エ認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①一①断面， RC部材）

S,-D 1 

（曲げ軸力照査）

曲げ軸力照査

① I ② I ③ I ④ 

H +, V -I 0. 099 

H-, V+I0.10810. 09710.11710.119 

H -, V -I O. 104 

s, -1 1 I 0. 068 

s,-12 10.091 

s, -1 3 I o. 087 

s, -1 4 I o. 069 

s, -2 1 I o. 076 

s, -2 2 I 0. 078 

S, -3 1 
'H -, V + I 0. 086 

H+, V+I0.075 

（せん断力照査）

せん断力照査

可 ② IO:441。:
0.695 

s s - 1 1 

S, -1 2 0 520 

S, -1 3 0 581 

S, -1 4 0. 393 

S, -2 1 0.484 

S, -2 2 0.460 

s , - 31~ 

赤字 ：地蔑動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

1111：影響検討対象外

（④一④断面，RC部材）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

地］｀＼良り口
曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 地；｀＼息：口
せん断力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+ 0 072 H+, V+ 0. 348 

H+, V- 0.074 H+, V-0. 360 
S,-D 1 

H-, V+ 0.092 
S, -D 1 

H-, V+ 0. 378 

⑤ ⑥ 

H-, V- 0 102 0 099 0. 100 0. 133 0.084 0.080 H-, V-0.383 0 379 0 374 0.433 0.401 0.405 

S, -1 1 0 049 

s. -1 2 0 066 

s. -1 3 0. 061 

S.-1 4 0.055 

S, -2 1 0.064 

S, -2 2 0.072 

H+, V+ 0.067 
S.-3 1 H-, V+ 

0.060 

S, -1 1 0.277 

S, -1 2 0.361 

S, -1 3 0.342 

S,-1 4 0. 290 

s. -2 1 0.340 

s, -2 2 0.326 

H+, V+ 0.296 
S, -3 1 

H-, V+ 0. 328 

赤字 ：地展動決定の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値
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参考表 2-2 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①ー①断面，鋼管杭）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

曲げ軸力照査

① I ② I ③ I ④ 

：：口：：，H―']日
3

4

1

2

 

1

1

2

2

 

―
―
―
―
 

s

s

s

,

 

s
s
s
s
 

0.096 

0.061 

0. 090 

0. 072 

s, _ 3 1 ~Io. 149 Io. 151 IO. 219 

① I ② 

S,-Dl s叶
S, -1 1 0. 180 

S.-1 2 0.252 

S, -1 3 0.225 

s s - 1 4 0. 147 

S, -2 1 

s隻 ー 22 

0. 323 I V• 

赤字 ：地震動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

1111：影響検討対象外

（④一④断面，鋼管杭）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

一 ＼懇ど口、ス
曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0. 185 

H+, V- 0. 189 
S,-D  1 

H-, V+ 0. 186 

H-, v-0.221 0.212 0.228 0.225 0.201 0. 198 

S, -1 1 0. 161 

S, -1 2 0. 152 

s 5 - 1 3 0. 160 

S, -1 4 0.087 

s s -2 1 0. 134 

S, -2 2 0. 109 

H+, V+ 0. 187 
S, -3 1 

H-, V+ 0. 141 

—\」竺□ス せん断）J照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0. 290 

H+, V-0 301 
S, -D 1 

H-, V+ 0 262 

H-, V-0. 284 

s, -1 1 0. 234 

s s -1 2 0. 268 

s, -1 3 0. 243 

S, -1 4 0. 161 

s s -2 1 0.216 

S,-2 2 0. 189 

H+, V+ 0.337 0. 326 0.373 0.457 0. 347 0 340 
s. -3 1 H-, V+ 

0.315 

赤字 ：地痕動決定の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

以上より，取水構造物に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【①一①断面】

・RC部材： ①S s-D  1 (H+, V+) 

・鋼管杭 ： ①Ss-31 (H+, V+) 

【④一④断面】

・RC部材： ①s s-D  1 (H-, v-) 

・鋼管杭 ： ①Ss-31 (H+, V+) 
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1. 2 設備の耐震評価

取水構造物の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 地震動の選定

邑響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既エ認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

c. 追加地盤改良体 （セメント改良） の影響確認

①一①断面については，追加地盤改良体（セメント改良） の影響がないため， S s-D  1 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良） の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤にてSs -D 1 (H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認を追加で実施

する。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-2に示す。

地
震
動

限エほ時の地盤ケース⑤で骰備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を渭定

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース⑤に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

-------------------f―---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
~--------------------------------------------------------------------------------------------------------------
：影響検討の地盤ケースについては全ケース実施することを基本とする。

： 【基本方針】
！ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース 1 
！ ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
-----------------------~-------------------------------------------------------------------------------------' 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

改良あり

地盤ケー彗～＇6や選定

【ぶ庄租屯J
互ネ-:Ai*v)』し1 地益ケ一人4今～ の全

ゲー~'!1- 1」、四ゆg,J Tースと てgこすみ

地盤ケース④吝渭宕

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

参考図 2-2(1) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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START 

ー＿―-―-三 ニ---------------------------------------

既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース⑤に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

地
震
動

------------------―↓-----------------------------------------------------
-------------------・-----------------------------------------------------

~-------------------------------------------------------------------------------------------------------------, 
：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

i 字品良体による周辺地盤の剛性が高くなり．応答加速度の上昇が明らかであることから．地盤ケース 1 
！ ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
-----------------------~-------------------------------------------------------------------------------------' 

地
盤
ケ
ー
ス

s 薬；夜，主入のみ

地盤ケース④～⑥吝渭宇

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

地益ケース'1を選定

[,!,又柏氏］
缶召i¥ -mヽ [ i 青i析斤1勺竹哺と l•• 

はほ地這 ン9；在1＼化 1:.1i:．件となる一レた．J
や笠ヤー入3 6・＇よ9象が・ーし サ坦ケーペ
4 (J',みんり：誓裕gj／ー＜ンし rぷ定tょ

-------------------「―---------------------------------------------------
（確認波）

⑤ss-D 1 (H+, v+)を潤定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，濾認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

参考図 2-2(2) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ④一④断面
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既工認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケースを参考表 2-3に示

す。

参考表 2-3 既エ認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケース

（①一①断面） （④ー④断面）

地震動

S, -D 1 

s -1 1 ． 
S, -1 2 

S, -1 3 

s. -1 4 

s, -2 1 

s s -2 2 

s s -3 1 

※● ：既工認時に実施したケース

こ FRS実施ケース

④ ⑤ 

H+, V+  ． 
H+, V- ． s, -D 1 
H-, V+  ． 
H-, V- ． 

S, -1 1 ． 
s s - 1 2 ． 
s. -1 3 ． 
s s -1 4 ． 
s, -2 1 ＇ ． ． 
s, -2 2 ． 

H+, V+ ． s s -3 1 
H-, V+  ． 

※● ：既工認時に実施したケース

以上より，取水構造物に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【①ー①断面】

•最厳ケース： ④S s- 2 2 

【④一④断面】

•最厳ケース： ④S s - 2 1 

⑤s s -2  1 

⑥s s -2  1 

・確認ケース： ⑤S s-D  1 (H+, V+) 

参考 2-10
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2. 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）

2. 1 施設の耐震評価

防潮堤（鉄筋コンクリ ー ト防潮壁）の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選

定する。

a. 評価グループの設定

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，鉄筋コンクリ ート防潮壁，フーチング及び地中連

続壁基礎で構成された構造物である。各部材のうち，主要構造部材である地中連側壁基礎に

着目して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった

1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，追加地盤改良体が構造物に対して「左右非対称」

に配置されていることから，変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースから

も選定する。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

り，既エ認時の地盤ケース①～⑥の全ケースにおいて既エ認からモデル条件が変更となるこ

とから，全地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は 「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～

④の中から 1ケース選定する。

参考 2-ll
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-3に示す。

地
震
動

既工認時の地盤ケース①で照査値が最

大となる地震動を選定※

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評面を実施し
ている地盤ケース①に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※ 評価グルーブごとに選定

評価グルーブの決定

材料による応答特性の違いや評低
方法の違い等により分類した 『評低
グルーブ』を設定する。

------------------------------------------------f------------------------------------------r---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------, 
！影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

! 【基本方針】
： 地盤改良体は地盤改良体 （セメント改良）と地盤改良体 （薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体 （薬液注入）に ： 
： おいては，設計上，防潮堤 （鋼製防護壁）近傍の施設・設傭の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり．これは既工認にて実施した地盤のばらっ ： 
！ きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。 ＇ 
： 以上より，地盤改良体 （薬液注入）や局所的に計画する地盤改良 （セメント改良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため，原地盤の ： 
！ 実応答に最も近いケース （地盤ケース①） にて確認することを基本とする。

'--------------------------------------------------------------------------・-------------------------------------------------------------------------J 

Yes 対称

地
盤
ケ
ー
ス

挫盤ケースー1這定

［選返‘根栢l
追加地盤改良の変打：ょし周辺地盤の変i;

が1:nえられるととも1: jセ笞改良ttの左右Z
によるBべ名が小さいことから 慣£ゃに与え
ろSシ誓が＂古で在．ると牛柘されるため Zオ
方＄＋のも 叩け盤の女一答ー最＋ー近いj化竺
ケース 1し．． 5.；嘗検rケー＇と Lて名芸9そ

既工認時の地盤ケースの～⑥の中で
最大照査値が発生したケースを渭定

【選定根拠】
追加地盤改良体が機造物に対して左右非対
称に設置される施設については，特に左右の
剛性差による未改良地盤悧への変形の累積等

の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース （地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既工認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。

・①'~④の中で．
ヶースを沢定

体り•項帝加ふj て左も井が
和：註恕．される柁投1こついて1な 情に左らの

未改良地竺Fへの変移の累柘弓
まえ ir．竺のt,-,きを考屯

t棧！”ケー人 地啓....ースi~h ま•この検t:+
ケース から 既工広6ヽ ，長九可土は発生ケ
スを5A督検Fケースとして西定する
ご＋＿し氏液‘豆 I ;,いてi解析F物性
とL：：が町伸芭（；みな化 fo]条件となる
ーとがら 北笹ケー75 o t女・ながと v
2ケー、べ 1~4のキたら頂ぶすマ

- | 

参考図 2-3(1) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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地
震
動

既工認時の地磐ケース①で照奮値が最

大となる地震動を選定※

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評面を実施し
ている地盤ケース①に対して．当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※ 評価グルーブごとに選定

評価グループの決定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した 『評価
グルーブ』を設定する。

-------------------------------------------------------------------------------------------
r-------------------------------------------------------------------------f-------------------------------------------------------------------------9 
！影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

： 【基本方針】
l 地盤改良体は地盤改良体 （セメント改良）と地盤改良体 （薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体（薬液注入）に 1 
： おいては，設計上，防潮堤 （鋼製防護壁）近傍の施設・設備の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり，これは既工認にて実施した地盤のばらっ ： 
l きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。 ＇ 
l 以上より，地盤改良体（薬液注入）や局所的に計画する地盤改良 （セメント改良）による周辺施設・設傭への影響程度を確認するため，原地盤の ！ 
： 実応答に最も近いケース （地盤ケース①）にて確認することを基本とする。
L-------------------------------------------------------------------------•-------------------------------------------------------------------------J 

YtS 対

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

ノ r改良あり

地磐ケースこ1)を選定

［ぶ走根E・J
追田地盤改良の．；；；江I ：し n，ヴ地忠J‘正一
か1mえられるととも1ー ：日盤改良けの左右子

ーよる彬口が小さいことかレ はそ粉I-’＋え
るサAかが軽たであるとfP,1されるt・¢ 互本
万ttの通しJ 茄地竺↑安兌答」最し近い地旦
ク ス＇を彬愕検 Fヶ .lと I-r Jl定オる

既工認峙の地盤ケース(.1.～⑤の中で

最大照五但が発生したケースを選定

［選定屯担J
追m地盤改良iぷが9員迅t::1こ対して左i_i'が
訂 1＆ヨされる沖註1こついては 牡こ左右の
呂＇付を＇ーよる未改良地盤悧への哀形の只柑ヰ

の可111:ttをt；まス m盤の1まらつきをそ屯＇
t•筏討ケース 1 地盤ケース 1 ~6まての埃討
ケ スl かし 既．て認の最大照云屯発生ケー

スタ §̂5埃:-;>r スとーて運足する

既工認時の地盤ケース①～④の中で
最大照査値が発生したケースを渭定

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設について1ま，特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等

の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース （地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既工認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。
ただし，薬液注入については，解析用物性
憧としては原地盤 （非液状化）同条件となる
ことから，地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，
地盤ケース①～④の中から選定する。

-------------------~------------ - ---------------r --------------------------- .., --------------

参考図 2-3(2) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ②一②断面
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地中連続壁基礎に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-4に

示す。

参考表 2-4(1) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①一①断面，地中連続壁基磋）

（曲げ軸力照査（圧縮） ）

ー、~ス コンクリ ー トの曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 54 

H+, V- 0. 55 0.53 0. 57 0.50 0 57 
S,-D 1 

H-, V+  0. 59 

H-, V- 0 60 

s s -1 1 0.49 

s s -1 2 0.44 

S, -1 3 0 43 

s. -1 4 0. 38 

S, -2 1 0.46 

S -2 2 0 37 

H+, V+  0.64 0.62 0.66 0. 52 0. 65 
S, -3 1 

H-, V+  0. 52 

（せん断力照査）

地］こ＼息り口
コンクリートのせん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 34 

H+, V- 0. 34 0.34 0 35 0.56 0.34 
S,-D  1 

H-, V+  0.34 

H-, V- 0. 28 

S, -1 1 0 25 

S, -1 2 0. 26 

S, -1 3 0.24 

S, -1 4 0. 18 

s. -2 1 0.25 

S.-2 2 0. 23 

H+, V+  0. 34 0.32 0.35 0 36 0 33 
S -3 1 
s H-, V+  0. 28 

（曲げ軸力照査（引張））

⑥ ー 鉄筋の曲げ照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0.41 

0.54 H+, V- 0. 38 0.35 0.41 0 29 
S, -D  1 

H-, V+  0.46 

H-, V- 0.41 

S, -1 1 0.27 

S, -1 2 0.23 

S, -1 3 0.21 

S, -1 4 0. 17 

S, -2 1 0.28 

S, -2 2 0. 19 

0.63 H+, V+  0.49 0.46 0.51 0. 32 
S, -3 1 

H-, V+  0.35 

⑥ 

0. 34 

0 32 

赤字 ：地展動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値
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0. 37 0. 34 

0.50 0.48 
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参考表 2-4(2) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（②一②断面，地中連続壁基礎）

（曲げ軸力照査 （圧縮））

｀ ． 、一『 1 ....LI 

検討ケース
地窟動

0. 68 0. 82 I 0. 70 

S,-D 1 

S, -1 1 

S,-1 2 0. 50 

S, -1 3 0. 50 

S, -1 4 0. 43 

s s -2 1 0. 47 

S, -2 2 0.44 

IH+, v+ 0. 7 7 | 0. 75 1 o. 78 1 o. 70 
S, -3 1 IH-, v+ 0.66 

（せん断力照査）

こH+, V+ 地震動 • • - I a0 .~58, l1o0 .. ~ 5910.47 

H-, V- 0 53 

S, -1 1 0.29 

S, -1 2 0. 50 

S, -1 3 0.49 

s, -1 4 0. 45 

S, -2 1 0 39 

S, -2 2 0 42 

I H +, V + 0. 39 I 0. 40 I 0. 40 I 0. 45 
S, -3 1 I 

H-, V+ 0.37 

（曲げ軸力照査（引張））

o. 63 I o. 76 I o. 67 

S, -1 1 

s s - 1 2 0.46 

S, -1 3 0.46 

S, -1 4 0.39 

S, -2 1 0.41 

S, -2 2 0.38 

|H+, v+ o 69 I o 68 I o 10 I o. 63 
S, -3 1 I 

0.58 H-, V+  

赤字 ：地蔑動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

・ ：影響検討対象外

以上より， 防潮堤 （鉄筋コ ンク リート防潮壁）に対する影響検討ケースは以下のとおりとす

る。

【①一①断面】

・地中連続壁基礎： ③Ss-31 (H+, V+) 

【②一②断面】

・地中連続壁基礎 ：③Ss-31 (H+, V+) 
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2. 2 設備の耐震評価

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選

定する。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既工認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

②ー②断面，③ー③断面及び④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注

入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うこ

とから，既エ認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検

討対象外とし，地盤ケース④に対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

①一①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤にてSs-Dl (H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認を追加で実施

する。

②一②断面，③ー③断面及び④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の

影響がないため， S s -D  1 (H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施

しない。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-4に示す。

地
震
動

既工餌時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ

の影響が顧著な地震勲吝渭宇

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評価を実栢し
ている地盤ケース⑤に対して．当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

-------------------{―---------------------------------------------------
-------------------・-----------------------------------------------------
,--------------------------------------------------------------------------------------------------------------
：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

： 【基本方針】
： 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ！ 
i ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------' 

地
盤
ケ
ー
ス

地磐ケース④～Rを遺定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

茎；夜，主人のみ

地盤ケース④：・を選定

［選這拐l I 
万夜沖J-.1＿ーいては 出氏用わ性i1iとして
1よ栢地盤 非＆炊9し ・Ll←f1となるこ¢かっ
如をケースi; f. I~ ；内td とし げをケース
4 のし9』を•ぞ宮松 8・｀ケース c -gぇ rz 

（確認波）

⑤s s-D 1 (H+, v+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース

実施する。 1 

地盤ケースは設傭評価の基本ケースである 1 

四竺三：を示す ー］

参考図 2-4(1) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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ーー一＿―-三::----------------------------------------

地
震
動

-------------------・-----------------------------------------------------
-----rーここここここここここ：上—こここここここ：こここここここここここここ：：ここここここーこここここここーこここここ］ ―-一
i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

！ 【基本方針】
！ 追加地盤改良体による周辺地盤の嗣性が高くなり．応答加速度の上昇が明らかであることから．地盤ケース i 
！ ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
-----------------------~-------------------------------------------------------------------------------------' 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

j IO 
地盤ケース④～＠を退定

卜匁良あ•)

【甚疋投拠J
甚本方針の通り 地盤ケース 4~6の4'
ケースを屁百捻討ケースとしマ苫よすそ

地盤ケース④を渭定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性憧として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

-----̀ 五；；-ヽ------―↓----------------------------------―1―----------------

麟旦-D1 (H+ v＿土上む出E

【選定根祝J
正加地盤改良伍（セメノト改良 ーよと
笞のは向碕ビのため 迂比ケースタ 1ケース
支性する
地笹ケース＇:tt糾嘉缶団の品ょケー入てある
地盤ケース 5を選定するe
仝ての用期売で比較的大き—‘'JO速度と〒す
s, D 1 H + v ＋ ぢR定する

参考図 2-4(2) 設備評価における影響検討ケース選定フロー

②一②断面③一③断面及び④一④断面

（結果）
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既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度及び影響検討の選定ケース

を参考表 2-5に示す。

参考表 2-5 既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度及び

影響検討の選定ケース

（①一①断面） （②一②断面）

こ FRS実施ケース及びZPA(m/sり

④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  9.42 9. 74 9. 50 

H+, V- 9.46 9. 60 9. 32 
S, -D 1 

H-, V+  9.51 9.56 9. 34 

H-, V- 9. 68 

S, -1 1 3. 53 

s s - 1 2 4.45 

s s - 1 3 4. 49 

S, -1 4 3. 71 

S, -2 1 9. 79 

S, -2 2 8.36 

H+, V+  10. 16 9.96 9.84 
S, -3 1 

H-, V+  9.87 

（③一③断面）

地震動

S,-D  1 

s s - 1 1 

s. -1 2 

S, -1 3 

s s -1 4 

一s -2 1 s 

一s s -2 2 
s s -3 1 

S, -D 1 

s s - 1 1 

S, -1 2 

s s - 1 3 

s s - 1 4 

s s -2 1 

S,-D 1 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―

―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s

s

s

s

s

s

 
S, -3 1 

（④一④断面）
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以上より，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に対する影響検討ケースは以下のとおりとす

る。

【①一①断面】

•最厳ケース： ④S s-3 1 (H+, V+) 

⑤S s - 3 1 (H +, V +) 

⑥S s - 3 1 (H +, V +) 

・確認ケース： ⑤Ss-Dl (H+, V+) 

【②一②断面】

•最厳ケース： ④Ss-31 (H-, V+) 

【③一③断面】

•最厳ケース： ④S s-2 1 

【④ー④断面】

•最厳ケース： ④S s - D 1 (H -, V +) 
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3. 屋外二重管

3. 1 施設の耐震評価

屋外二重管の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 評価グループの設定

屋外二重管は，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭），地盤改良体及び管体で構成された構造物であ

る。各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選定す

る。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった

1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

屋外二重管は，追加地盤改良体が構造物に対して「左右非対称」に配置されていることか

ら，変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースからも選定する。

屋外二重管 (B-B断面）に新たに設置される追加地盤改良体は 「薬液注入」のみであ

り，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ

認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外と

し，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-5に示す。

地
震
動

既工認時の地盤ケース①で照査値が最

大となる地震動を選定※

【選定根拠】

既工認時に全地震動に対して評面を実施し
ている地盤ケース①に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※評価グルーブごとに選定

評価グルーブの決定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した 『評価
グルーブ』を設定する。

------------------------------------------------f―-----------------------------------------r--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------―’ 
：影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

! 【基本方針】
！ 地盤改良体は地盤改良体 （セメント改良）と地盤改良体 （薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体（薬液注入）に 1 
： おいてぱ設計上，防潮堤 （鋼製防護壁）近傍の掩設 ・設傭の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり．これは既工認にて実施した地盤のばらっ ： 
！ きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。 ＇ 
： 以上より，地盤改良体 （薬液注入）や局所的に計配する地盤改良 （セメント改良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため，原地盤の ： 
： 実応答に最も近いケース （地盤ケース①） にて確認することを基本とする。

'--------------------------------------------------------------------------・-------------------------------------------------------------------------J 

Yrs 対F

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

ノ←改良あり

地ヶースi王選定

【E疋成悦J
追10地笹マ良の安f,-'of_.,_し,Iり辺j内笞の変形

かi3えられるととキ 1. j出盤改良＇！の左右 Z
ーとる影日か小さい とヘヽら tg ：：切1-"'ぇ
る炉伝が行わて杞ると土仔セがるt.11: ぶ4
方名 I り~,) :;;;+h盤の士',..欠JatitLit竺
ケースi夕苓；；誓検rケースと てぷ定す

既工認時の地盤ケース年～⑥の中で
最大照蒼値が発生しヒ乞ース吝渭定

［選定桟Ii']
it加炉竺改良体がr̀f杓,_;,Jvて左Lぅぢ＇
称'.:.設ili.される杞設1こついてな が．＇に左を Ol
ピ沖差しよる未改良地盤rへの変ii',rJ,:r,栢言
の可岱性をrまえ 地盤ITL ~きを七屯し
L検t今ケ ス 地をケー ~1~,: ~ての検F

んース b'e 11:,:エ認の足ナii士頃込£←—
スを5・誓校Fケー入としむ円走t,

既工認時の地盤ケース①～④の中で

最大照査値が発生したケースを沢定

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設については，特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等
の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース （地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既エ認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。
ただし，薬液注入については，解析用物性
値としては原地盤（非液状化）同条件となる
ことから，地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，
地盤ケース①～④の中から選定する。

------------------_L__―--------------------------,_ ___________________________...--------------

参考図 2-5 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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基礎及び管体に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-6に示

す。

参考表 2-6 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(B-B断面 鋼部材（鋼製桁，鋼管杭））

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

せん断力照査

① | ② I ③ I ④ 

0. 18 
S, -D 1 

一s s - 1 1 
s s - 1 2 
s s -1 3 0.56 

s s -1 4 0.49 

S, -2 1 0.38 

s s -2 2 0.47 

s ,-31~ 

S, -1 1 

S, -1 2 o 10 I o. og I o. 11 I o. 21 
s, -1 3 0.09 

S,-1 4 0.08 

S,-2 1 0.08 

s s - 2 2 0.08 

IH+, v+ 0. 12 
S, -3 1 I 

0. 13 H-, V+ 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

■■：影響検討対象外

以上より，屋外二重管に対する影響険討ケースは以下のとおりとする。

【B-B断面】

・基礎 ： ④ss -1 2 

・管体（管軸） ： ④s s - 1 2 
・管体（管周） ： ①Ss-31 (H+, V+) 
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3.2 設備の耐震評価

屋外二重管の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

B-B断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

屋外二重管については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， Ss-Dl 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-7に示す。

地
震
動

屈工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を渭定

【選定根拠］
既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース⑤に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

-------------------・-----------------------------------------------------
-----rーこここ：ここここ：こここ：↓＿ここここここここここここここここ：こここここここここここここ：こここここここ］―-一
i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

！ 【基本方針］
i 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ！ 
！ ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。

-----------------------—-------------------------------------------------贔-----------------------------------—’

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

j NI 
地盤ケース4．～⑥を選定

[l.訂ふ相~]
互小、tがの迫l 地位ケ—入 4~6 (TJ仝

ケ 人をE百捻討ケースャしてg定すク

メ r改良あ d

地盤ケース④を選定

【選定根拠】
薬液注入については解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。
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参考図 2-7 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） B-B断面
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既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度並びに影響検討の選定ケー

スを参考表 2-8に示す。

参考表 2-8 既工認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケース

(B-B断面）

地展勲

S, -0 1 

s s - 1 1 

s s - 1 2 

s s - 1 3 

s s -1 4 

s -2 1 s 

一s s -2  2 
S, -3 1 

※● ：既工認時に実施したケース

以上より，屋外二重管に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【B-B断面】

•最厳ケース： ④S s- 2 2 
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4. 貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）

4. 1 施設の耐震評価

貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定

する。

a. 評価グループの設定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴムで構成された構

造物である。各部材のうち，主要構造部材である銅部材に着目して影響検討ケースを 1ケー

ス選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループ毎で最大となった

1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，追加地盤改良体が構造物に対して「左右非対称」に配置さ

れていることから，変位累積の影響を考慮して地盤ケース①以外の地盤ケースからも選定す

る。

貯留堰 (EW-2断面）及び貯留堰取付護岸 (EW-1断面）に新たに設置される追加地

盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物

性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケ

ース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-8に示す。

地
震
動

屈工認時の地盤ケース①で照査値が最

大となる地震動を選定※

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評面を実施し
ている地盤ケース①に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※評価グルーブごとに選定

評価グルーブの決定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した 『評佃
グルーブ』を設定する。

-------------------------------------------------------------------------------------------
r----・---・・・---・-------------・---f-----------------------------------------------------------9 
：影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

l 【基本方針】
： 地盤改良体は地盤改良体 （セメント改良）と地盤改良体 （薬液注入）に区別されるが．そのうち広範囲に計画している地盤改良体 （薬液注入） に ： 
： おいて1な．設計上．防潮堤 （鋼製防護壁）近傍の施設・設傭の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり．これは既工認にて実施した地盤のばらっ ： 
l きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤．⑥に包絡されると考える。 ＇ 
： 以上より，地盤改良体（薬液注入）や局所的に計画する地盤改良 （セメント改良）による周辺施設・設傭への影響程度を確認するため．原地盤の i 
l 実応答に最も近いケース （地盤ケース①） にて確認することを基本とする。

'---------------------·—---------------------------------------------—-----·-------------------------------------------------------------------------J 

地
盤
ケ
ー
ス

t ノト改良あ）

地ケーース①王選定

［選定根和】
追93虻盤改良の安氏＇ーよレ、屯辺が笞J}変形

が抑えられるとともこ 地笹改良'“T左右差
Iーよる影百かヽiさい とかc t員f,tl：に与え
る；；Iii'が朽和てあるとも男さrる1」f E4 
方がの迅り 原汁盤しつ屯て笞 最もぜい地盤
ケース 1夕｀〇検Fケー'/::l ~,'ji.宕す Z

Jf' 

既工認持の地並ケース山～豆の生で
最大照査値が発生したケースを潰定

（選定根かl
imm；代盤改良はか9艮必物 9,• して左iュラ紅j
杵に設苦＂れる炉設 l一ついては 4令に左,1:,0)
W1""~による未士良地盆'II;』^(T.文形JAE 柘芍
の可能性をわまt 地盤のIi':>‘きを考屯・-
た検討ケ ス，地槃ケース 1 -6まての検t・̀
ケース か， 距ェ•3 9只大照士！屯年生←ー
スを巴C挨F勺ースと '-':1買ベオう

Yes（薬液注入のみ）

既工認時の地盤ケース①～④の中で
最大照奮値が発生したケースを選定

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設1こついては，特に左右の
剛性差による未改良地盤便への変形の累積等
の可能性を踏まえ，地盤の1えらつきを考慮し
た検討ケース （地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既エ認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。
ただし，薬液注入については，解析用物性
憧としては原地盤 （非液状化）同条件となる
ことから，地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，
地盤ケース①～④の中から選定する。

------------------―「―---------------------------←---------------------------....--------------

参考図 2-8 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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鋼部材に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-9示す。

参考表 2-9(1) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(EW-1断面， 鋼部材（貯留堰取付護岸））

（曲げモーメント照査） （引張力照査）

o. 57 I o 
s s -1 1 0. 38 

. 

S, -1 2 0. 49 

S, -1 3 0.48 

S, -1 4 0 40 

s s -2 1 0 43 

S,-2 2 0.49 

IH+, v+ 0.44 
S.-3 1 1H-, V+ 

0 38 

0.6 

検討 l 引張力照査

① I ② I ③ I ④ 

S, -1 1 

s, -1 2 0. 30 

S, -1 3 0. 30 

S, -1 4 0. 28 

S, -2 1 0. 31 

S.-2 2 0. 39 

IH+, v+ 0.29 
s s -3 1 l 

0. 32 H-, V+ 

o. 40 I o. 41 I o. 40 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

,.'影響検討対象外

参考表 2-9(2) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(EW-2断面， 鋼部材（貯留堰））

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

o. 46 I o. 40 

二
S, -1 2 0.40 

S, -1 3 0. 37 

S,-1 4 0.29 

S, -2 1 0.26 

S.-2 2 0. 35 

|H+, v+ 0. 19 
S, -3 1 1H-, V+ 

0. 13 

o. 16 I o. 16 I o. 23 

0.22 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
――

―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s
s
s
s
s
s
 

0. 15 

0. 15 

0. 13 

0. 12 

0. 13 

s, -3 1 I塁：： ： I :： ］］ 
赤字 ：地震動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

影響検討対象外

以上より，貯留堰に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【EW-1断面】

・鋼部材（貯留堰取付護岸） ： ③S s-D  1 (H-, V-) 

【EW-2断面】

・鋼部材（貯留堰） ： ④S s -D  1 (H +, V +) 
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5. 影響検討実施ケースの整理表

影響検討実施ケースの整理表を参考表 2-10に示す。
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参
考
表
2
-
1
0
影
響
検
討
実
施
ケ
ー
ス
の
整
理
表

（
施
設
の
耐
震
評
価
）

湖 抽 2 - 3 1

施
設

取
水
構
造
物

防
潮
堤
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

屋
外
二
重
管

貯
留
堰
・
貯
留
堰
取
付
護
岸
※
3

断
面

①
一
①
断
面

④
一
④
断
面

①
一
①
断
面

②
一
②
断
面

B
-
B
断
面

E
W
-
1
断
面

E
W
-
2
断
面

構
造
物
に
対
す
る
地
盤

概
ね
対
称

概
ね
対
称

非
対
称

非
対
称

非
対
称

非
対
称

非
対
称

改
良
体
の
設
慨
状
況

追
加
セ
メ
ン
ト
系
．
 
．
 

地
盤

．
 
．
 
．
 
．
 
．
 

改
良
薬
液
注
入
．
 
．
 

①
 
【
R
C
部
材
】
【
鋼
管
杭
】

【
R
C
部
材
】
【
鋼
管
杭
】

Ss
-D
1 
(H
+,
 V
+)
 
Ss
-3
1 
(H
+,
 V
+)
 
Ss
-D
1(
ft-
, 
V-
)
 
Ss
-3
1 
(H
+,
 V
+)
 

②
 

地
【
地
中
連
続
壁
基
礎
】

【
地
中
連
続
壁
基
礎
】

［
鋼
部
材
（
貯
留
堰
取
付
護
岸
）
】

盤
③
 
追
加
地
蓋
改
良
体
が
”
●
ね
鯖
壽
”
遍
加
増
鱚
改
良
体
が
”
●
ね
鯖
壽
”
Ss
-3
1 
(H
+,
 V
+)
 

Ss
-3
1 
(H
+,
 V
+)
 

Ss
-D
1 
(H
-,
 V
-)
 

ヶ
に
設
置
さ
れ
る
こ
と
か
ら
．

に
餃
量
さ
れ
る
こ
と
か
ら
．

l
 

追
加
地
鑢
改
良
体
の
殷
置
に
よ
る
遍
加
培
鱚
改
良
体
の
設
置
に
よ
る

【
鋼
部
材
（
鋼
製
桁
，
鋼
管
杭
）
】

【
鋼
部
材
（
貯
留
堰
）
】

ス
④
 

査
位
累
積
の
影
響
が
ヽ
lヽ
さ
く

賓
位
累
積
の
影
響
が
ヽ
J
ヽ
さ
く

Ss
-1
2 

Ss
-
0
1
 (H
+,
 V
+)
 

※
1
 

嬬
量
ケ
ー
ス
①
で
影
響
種
度
の

地
菫
ケ
ー
ス
①
で
影
響
種
震
の

肇
露
が
十
分
可
饒
と
囀
断
し
．

罐
鱈
が
十
分
可
饒
と
精
戴
し
．

遍
加
嶋
董
改
J
l
体
は
”
藁
液
注
入
”
遍
加
増
量
改
良
体
は
”
藁
演
注
入
”
遍
加
増
量
改
良
体
は
”
藁
演
注
入
”
遍
加
鳩
鱚
改
良
体
は
”
藁
液
注
入
”

⑤
 

影
響
檎
討
鯖
彙
外
と
す
る
。

影
響
檎
I
t
鯖
彙
外
と
す
る
。

の
み
で
あ
り
．
厩
工
露
睛
の

の
み
で
あ
り
．
ス
厩
⑤
工
．
鱈
⑥鴫
の

の
み
で
あ
り
．
厩
工 T
 の

の
み
で
あ
り
，
ス
を
T
 
の

嶋
鱚
ケ
ー
ス
⑤
．
⑥

増
讐
ケ
ー
⑤．
 

増
菫
ケ
ー
ス
⑤

増
鐘
ケ
ー

と
胃
彙
件
と
な
る
こ
と
か
ら

と
1
1
J
彙
件
と
な
る
こ
と
か
ら

と
胃
条
件
と
な
る
こ
と
か
ら

と
胃
条
件
と
な
る
こ
と
か
ら

⑥
 

膨
響
檎
討
鯖
彙
外
と
す
る
。

影
響
檎
討
鯖
亀
外
と
す
る
。

影
響
檎
討
鯖
亀
外
と
す
る
。

影
響
檎
討
鯖
亀
外
と
す
る
。

（
設
備
の
耐
震
評
価
）

施
設

取
水
構
造
物

防
潮
堤
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）

屋
外
二
重
管

断
面

①
一
①
断
面

④
一
④
断
面

①
一
①
断
面

②
一
②
断
面
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一
③
断
面

④
一
④
断
面

B
-
B
断
面

追
加
セ
メ
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ト
系
．
 
．
 

地
盤

改
良
薬
液
注
入
．
 
．
 
．
 
．
 
．
 
．
 
．
 

④
 
［
最
厳
】

【
最
厳
】

【
最
厳
】

【
最
厳
】

【
最
厳
】

【
最
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】

【
最
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】
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-2
2 
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追
加
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藁
液
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最
厳
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確
認
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工
．
露
⑥
晴
の

の
と
み111
1綸彙
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［
最
厳
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彙
件
と
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響1
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響
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討
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響
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鯖
戴
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鯖
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外
と
す
る
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鯖
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す
る
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1 7 1  

【
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】
※
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地
盤
ケ
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ス

①
：
原
地
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に
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づ
く
液
状
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強
度
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を
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い
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解
析
ケ
ー
ス

④
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ケ
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②
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⑤
：
原
地
盤
に
お
い
て
非
液
状
化
の
条
件
を
仮
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③
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つ
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a
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⑥
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仮
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潮
堤
（
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
防
潮
壁
）
の
④
一
④
断
面
に
て
発
生
す
る
応
答
加
速
度
を
用
い
て
評
価
を
実
施
す
る
。

な
お
出
口
側
集
水
枡
の
影
響
検
討
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
，
出
口
側
集
水
枡
の
評
価
に
大
幅
な
裕
度
が
あ
る
た
め
，
設
備
側
の
影
響
検
討
で
選
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。
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岸
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追
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を
実
施
す
る
。



（参考3) 出口側集水枡に対する影響検討

1. はじめに

出口側集水枡は，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に間接支持される鉄筋コンクリート造

の枡であり，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の二次元有効応力解析により算出された応答

加速度を用いて，片持ち梁に地震時慣性力（地震時士圧を含む）を静的に載荷して評価を実施

する構造物である。

出口側集水枡の既工認の耐震評価においては，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）と地盤ケ

ース選定の考え方が異なっており，地震時慣性力を保守的に算定するための配慮として，地盤

ケース⑤を基本ケースとした耐震評価を実施している。以上の経緯も踏まえ，本施設の影響検

討については，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）とは差別化し，本参考資料に別途掲載する

方針とする。

出口側取水枡及び地盤改良体の平面位置を参考図 3-1に示す。

参考図 3-1 出口側取水枡及び地盤改良体の平面位置

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に間接支持される出口側集水枡は，参考図 3-1に示す通

り，南北に 2箇所設置されるが，北側に比べて第四紀層が薄く堆積し，設計震度が大きくなる

と想定される南側の出口側集水枡を評価断面として既工認時に選定されている。

よって，出口側集水枡は，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の④一④断面を用いて評価を

行う。
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2. 

2. 1 

評価条件及び評価内容

影響検討モデル

出口側集水枡の影響検討モデルは，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の④一④断面に

近接した位置に配置されているため，既工認時と同様，防潮堤（鉄筋コンクリ ー ト防潮

壁）の④一④断面の二次元有効応力解析モデルにて算出される応答加速度を用いて，影響

検討を実施する。

防潮堤（鉄筋コンクリ ー ト防潮壁） ④ー④断面の影響検討モデルを参考図 3-2に再掲す

る。
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参考図 3-2 影響検討モデル図（再掲）
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2. 2 影響検討ケース選定

出口側集水枡は，二次元有効応力解析モデルにて算出される応答加速度より設計震度を

算定して，参考図 3-3のように二次元静的フレーム解析に入力することで耐震評価を実施

している。 そのため，既工認時においては応答加速度に着目し，設備評価と同様，地盤ケ

ース⑤を基本に，ばらつきケースとして地盤ケース④～⑥を考慮した耐震評価を実施して

いる。

以上より，出口側集水枡の影響検討ケースの選定に当たっては，参考表 3-1に示す既工

認時の実施ケースと最大応答加速度を踏まえ，地盤ケース④における最大応答加速度ケー

スを選定する。

参考表 3-1 二次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

（④一④断面）
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参考図 3-3 出口側集水枡のモデル化と荷重概念図
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2.3 影響検討方針

影響検討については、本編「1.2. 4 影響検討方針」に示す通り， 「a.影響程度の確

認」及び「b. 最大値の検討」を実施する。

a. 影響程度の確認

影響検討モデルにて算出された応答加速度より，二次元静的フレーム解析に入力する

設計震度を算出する。影響検討モデル及び既エ認時の設計震度（影響検討モデルと同ケ

ース）に対して，増加率（＝影響検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体に

よる影響程度を確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，増加率が 1を超える（既工認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既工認時の最大照査値（既工認時の最大設計震度により算出した照査

値）に増加率を乗じた値（以下「推定最大値」という）が所定の評価基準値を満足する

ことを確認する。

最大値の検討における検討フローは図 1.2-8を参照する。
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3. 出口側集水枡に対する影響検討結果

3. 1 影響程度の確認

二次元静的フレーム解析に入力する既エ認時及び影響検討による設計震度の比較を参考

表3-2に示す。

参考表 3-2 二次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

震度 増加率

成分 （後／検討ケース
変更前※ 変更後

前）

水平 0.406 i I 0.365 0.899 
I ④S s-D 1 (H-, V+) 

鉛直 0.446 l 0.446 1. 000 
i 

※変更前の設計震度については，水平最大震度で0.422（⑤Ss-D1 (H+, V十）），鉛直

最大震度で 0.461（④Ss-D 1 (H-, V-))が選定され，これら最大震度に対して，出

口側集水枡の評価を実施している。

3.2 最大値の検討

3. 1より影響検討モデルにて算出した二次元静的フレーム解析に入力する設計震度につ

いては，全ての増加率が 1を下回ることを確認した。以上より，最大値による検討は実施

不要と判断する。

4. まとめ

以上より，追加地盤改良体の設置による出口側集水枡への影響がないことを確認した。
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（参考4) 屋外二重管（管体）に対する影響検討

1. はじめに

屋外二重管（管体）は，屋外二重管の構成部材である。屋外二重管の基礎である鋼部材（鋼

管杭や鋼矢板等）に間接支持されており，鋼部材（銅管杭や鋼矢板等）を評価するための二次

元有効応力解析から得られる荷重と地盤変位を用いて，管周方向と管軸方向に対して評価を実

施している。

屋外二重管（管体）については，既工認の耐震評価において鋼部材（鋼製桁，鋼管杭）と地

盤ケース選定の考え方が異なっており，地盤変位を保守的に算定するための配慮として，地盤

ケース①を基本ケースとした上で，地盤のばらつきについては地盤ケース④ （豊浦標準砂）の

みを考慮した耐震評価を実施している。以上の経緯も踏まえ，本施設の影響検討については，

屋外二重管の基礎である鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）とは差別化し，本参考資料に別途掲載す

る方針とする。

屋外二重管及び地盤改良体の平面位置を参考図 4-1に示す。

参考図 4-1 屋外二重管及び地盤改良体の平面位置
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2. 評価条件及び評価内容

2. 1 影響検討モデル

屋外二重管（管体）の影響検討モデルは，屋外二重管（基礎）を併せてモデル化してい

ることから，屋外二重管（基礎）と同様， B-B断面を用いる。

屋外二重管の影響検討モデルを参考図 4-2に再掲する。

二 ：既実施及び追加地盤改良体 （薬液注入） ［出虹鮎！

自由地盤

＼半無限地盤上の粘性境界
150. OOOm 

（屋外二重管 B-B断面）

参考図 4-2 影響検討モデル図 （再掲）
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2.2 影響検討ケース選定

屋外二重管（管体）は，既工認時において相対的に照査値が大きい管軸方向の照査値に

着目した上で，地盤変位を保守的に算定するための配慮として，地盤ケース①で地盤ひず

みが最大となる地震動に対し，地盤のばらつきを考慮した検討として地盤ケース④による

耐震評価を実施していた。

以上より，屋外二重管（管体）の影響検討ケースの選定に当たっては，参考表 4-1に示

す既工認時の実施ケースのうち，管軸及び管周の各々において地盤ひずみ等が最大となる

検討ケースを選定する。

結果として，管軸においては検討ケース④Ss - 1 2が，管周においては検討ケース①

Ss-31 (+,+)が選定されている。

地震動

参考表 4-1 既エ認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(B-B断面，管体（管軸））

（最大地盤ひずみ）

地展動

検ヽ討ケース 最大地盤ひずみ（％）

① I ② I ③④  

0. 5 

0. 5 

0.4 

0.4 

s, -1 1 0 4 

S, -1 2 0. 7 

S, -1 3 0.6 

S, -1 4 0.4 

S.-2 1 0. 3 

S.-2 2 0. 3 

|H+, v+ 0. 5 
s ̀  -3 1 | H-, V+ 0.6 

青字 ：全照査値の中での最大照査値

ー：影響検討対象外

(B-B断面，管体（管周））

（曲げモーメント照査） （せん断力照査）

曲げ軸力照査

① I ② I ③ I ④ 

せん断力照査

① I ② I ③ I ④ 

二 H-, V-0.008 

s s - 1 1 0.008 

S, -1 2 0.013 0. 009 

S, -1 3 0.013 

S, -1 4 0.009 

S, -2 1 0.013 

s s -2 2 0 013 

s,-31 |]：：刈竺
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S, -1 2 0.008 10.ooa 

S, -1 3 0.008 

S, -1 4 0.008 

S, -2 1 0 008 

S, -2 2 0.008 

IH+, v+ 0. 008 
S, -3 1 I 

H-, V+ 0.008 

青字 ：全照査値の中での最大照査値
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2.3 影響検討内容

影響検討内容については、本編「1.2. 4 影響検討方針」に示す通り， 「a.影響程度の

確認」及び「b. 最大値の検討」を実施する。

a. 影響程度の確認

(1) 管軸方向

管軸方向の応力評価は，既工認の添付書類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性につい

ての計算書」に示す通り，二次元有効応力解析による地盤変位を用いた応答変位法で

評価することから，地盤ひずみが最大となる地震動を選定して応力評価を実施してい

る。よって，管軸方向の影響程度については，影響検討モデル及び既工認時の地盤ひ

ずみ（影響検討モデルと同ケース）に対して，増加率（＝影響検討結果／既工認結果）

を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

(2) 管軸直交方向

管軸直交方向の応力評価は，既エ認の添付書類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性に

ついての計算書」に示す通り，二次元有効応力解析から得られる断面力を用いて直接

応力評価を行っている。よって，管軸方向の影響程度については，影響検討モデル及

び既工認時の応力評価結果（影響検討モデルと同ケース）に対して，増加率（＝影響

検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，増加率が 1を超える（既エ認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既エ認時の最大照査値（既工認時の最大設計震度により算出した照査

値）に増加率を乗じた値（以下「推定最大値」という）が所定の評価基準値を満足する

ことを確認する。

最大値の検討における検討フローは図 1.2-8を参照する。

参考4-4

180 



3. 屋外二重管（管体）に対する影響検討結果

3. 1 影響程度の確認

(1) 管軸方向

追加地盤改良体（薬液注入）の影響確認のため，検討ケース④Ss-1 2の解析モデ

ル変更前後で最大地盤ひずみの比較を行う。比較結果を参考表4-1に示す。

検討ケース

参考表4-1 最大地盤ひずみの比較 (B-B断面）

1 :：：盤ひずみ」こ I 口0:)
④S s - 1 2 1. 4 0.6 0.43 

(2) 管軸直交方向

追加地盤改良体（薬液注入）の影響確認のため，既工認において，最大応力であった

検討ケース①Ss-31 (H+, V+)を代表として，曲げ応力及びせん断応力の比較

を行う。比較結果を参考表4-2及び参考表4-3に示す。

参考表4-2 管周方向に発生する曲げ応力評価結果比較 (B-B断面）

1 変：口（N／二［後 1 :口u:)検討ケース

①S s - 3 1 (H +, V +) 

※許容曲げ応力度： 235N/mm2 

7
 

5
 

0. 72 

参考表4-3 管周方向に発生するせん断応力評価結果比較 (B-B断面）

1 ：こ応力1 (N二 I :/0:) 検討ケース

①S s - 3 1 (H +, V +) 

※許容せん断応力度： 135N/mm2 

ー ー 1. 00 

3.2 最大値の検討

3. 1より算出した増加率については，全て 1を下回ることを確認した。以上より，最大

値による検討は実施不要と判断する。

4. まとめ

以上より，追加地盤改良体の設置による屋外二重管（管体）への影響がないことを確認し

た。
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